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cline, and Change of Generation 
 
Takashi Sakamoto 
 
Abstract 
 
Currently, in Japan, many kinds of electronic devices using various advanced 
technologies are developed, produced and distributed to consumers, and some of 
the devices are indispensable goods in everyday life. Then, in this paper, Product 
Life Cycle (hereafter PLC) of electronic devices is handled and some methods are 
developed to analyze the growth, decline, and change of generation.  
Among the electronic devices, mobile phones and smartphones are selected, and 
the “market growth” is analyzed. Then, it is shown that the subscribership of mo-
bile phones can be approximated by a logistic curve or a nonlinear regression equa-
tion. The subscribership has steadily increased from starting of the sales, however 
the number of new subscribers by year has been declined with the passage of time 
and the market reaches saturation in the end.  
Such the saturation of market could be considered to be "change of generation." 
In case of the mobile phones, they are replaced with the next generation, i.e. smart 
phones, which have more kinds of functions and superior functional specification 
than mobile phones. In the analysis of the change of generations, it is evaluated if 
some relationship exists between sales decline of a current product and sales in-
crease of the new product. When a decrease in sales amount from its peak value of 
the current product is called "decline amount", it is shown that the decline amount 
of cellular phones can be formulated with sales increase of smart phones and in Ja-
pan. In addition to mobile phones, the approach is applied to fixed phones, cameras, 
and game consoles.  
From the analysis of change of generation, it is revealed that there are three tar-
gets in the generation change; to differentiate the devices from ones by other com-
panies, to accelerate intentionally the generation change, and to stimulate prefer-
ences and sensitivity of consumers. Thereby, the analysis of “emotional consump-
tion” has become important. The emotional consumption means a purchasing ac-
tivity based on consumer's preferences and sensibilities (likes and dislikes), where-
as a purchasing activity based on cost and functions are called regular consumption 
in the paper. Some of game consoles and smart phones seem to be purchased in 
emotional consumption. In PLC analysis, the Bass model is often used, however, in 
emotional consumption the Bass model does not always hold and then new model 
is proposed, where “embedded innovators” and “embedded imitators” are intro-
duced instead of “innovators” and “imitators” of the Bass model.  
In this research, two methods are newly proposed. The one is the method to ana-
lyze the change of generation, and the other one is the method to analyze the PLC 
in which the Bass model does not hold. Both methods are useful for forecasting the 
sales volume of new products and for developing sales strategy of product. 
The structure of this paper is as follows. 
Chapter 1 "Introduction" describes the purpose, background, and how to make 
the research. 
Chapter 2 "Analysis of Market Growth" conducts both a nonlinear regression 
and an approximate expression on the market growth of mobile phones and smart 
phones in Japan and overseas. The analysis is also applied to FTTH technology 
which is the representative technology of Internet. 
Chapter 3 "Analysis of Generation Change" clarifies the relation between a de-
cline amount of the current product and a sales increase of the next product. The 
change of generation from a fixed phone to a mobile phone is described, and fur-
ther generation changes among various mobile phones are also formulated and an-
alyzed. 
Chapter 4 "Analysis of Emotional Consumption" proposes a new model using the 
embedded innovators and the embedded imitators for the case that the Bass model 
does not hold. The game consoles and smartphones are described as representative 
devices of emotional consumption.  
 Chapter 5 "Conclusions" summarize the results of this research, and at the same 
time, discusses some issues to be newly examined in the future. 
概要 
現在我が国においては，様々な先端技術を駆使した電子機器が開発・生産さ
れ流通しており，生活の隅々に使われている。このような電子機器の中で日本国
内における市場成長が顕著な製品，具体的には，携帯電話，スマートフォンを取
り上げ，市場成長の分析を行う。国内の携帯電話の契約数はロジスティック曲線
や非線型回帰式で近似できる。携帯電話契約数の販売開始から増加しているが，
年別の契約数が２０００年から減少傾向にあり，2010 年には，120 百万件に達し
国民 1 人に 1 台契約しており，需要が飽和してきている。この需要の飽和の中で，
携帯電話から派生し多機能化したスマートフォンへの“世代交代”が顕在化して
きた。 
顕在化した世代交代について，旧世代製品のピーク時からの販売台数の減
少値を“衰退量”と定義し，衰退量と新世代製品の販売台数との関係を分析する。
その結果，携帯電話の衰退量は，次世代のスマートフォンの販売台数によって
定式化でき，世代交代のプロセスが明確化される。この世代交代分析は，携帯
電話以外に，固定電話，カメラ，ゲーム機の世代交代についても分析する。この
ような世代交代分析の中で，他社との差別化のため遂次製品展開を行い，意図
的に製品の世代交代を早めて消費者の感性を刺激して販売を行う感性消費製
品の課題が顕在化してきた。それらは，ゲーム機やスマートフォンであり，“感性
消費”製品と言われている。 
感性消費とは，コスト，機能，外形，サイズなどを評価して購入する一般的な消
費形態(標準消費）に比べて，消費者の嗜好や感性（好き嫌いなど）で製品を購
入することを表す。この感性消費製品のプロダクトライフサイクル（以下ＰＬＣと記
す）を分析し，PLCの構造を明らかにする。PLC分析ではしばしばBassモデルが
利用される。しかし，感性消費製品の PLC は，Bass モデルが成立しない PLC が
多く，潜在イノベーターや潜在イミテーターを組み入れた新しいモデルを提案す
る。以上の本研究で扱った成長分析，世代交代分析そして感性消費分析は，製
  
品の販売台数予測や販売戦略立案に役立つ情報を提供する。特に，世代交代
分析と感性分析は，新たに市場へ製品をリリースする際の既存製品の撤退も含
めた企業戦略の立案に役立つ情報を与えるものである。 
本論文の構成は次の通りである。 
第１章「緒言」では，本研究の目的，背景，研究の進め方について述べる。 
第２章「市場成長分析」では，日本国内で市場の成長が著しい携帯電話やスマ
ートフォンの市場成長について，ロジスティック曲線近似や非線型回帰分析を行
う。また，海外の携帯電話やスマートフォンと，インターネット技術の代表技術であ
る FTTH 技術の成長分析を示す。 
第３章「世代交代分析」では，固定電話から携帯電話やスマートフォンへの世
代交代や各種電子機器のスマートフォンの世代交代などを，それらの販売台数
データを用いて定式化して，世代交代する様子を分析する。 
第４章「感性消費分析」では，感性消費の代表的電子機器としてゲーム機とス
マートフォンとを取り上げて，これらのＰＬＣ分析を行う。特に，Bassモデルが成り立
たないPLCを持つ製品に対して，新規モデルを提案して分析する。 
第５章「結言」では，本研究の成果についてまとめると同時に，今後，新たに検
討しなければならない課題について考察を示す。 
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第１章 緒言 
1-1 本研究の目的 
電子機器の開発に際して販売台数を予測するときには，その製品の市場成長
を考慮して分析する必要がある。新製品の市場における伝搬や市場成長の分析
方法は，過去に多くの研究がなされてきた。その中に新技術の普及と新技術を受
け入れるイノベーター(innovaor)を含めた消費者の分類を示した研究がある[１]。
その消費者の分類の内容は，①発売初期に購入するイノベーター（全体の 2.5%
存在する），②次の時期に購入する初期採用者であるアーリーアダプター（early 
adapter）（全体の 13.5%存在する），③その次の時期に購入する初期多数派であ
るアーリーマジョリティー（early majority）（全体の 34%存在する），④購入状態を見
ながら購入する後期多数派であるレイトマジョリティー（late majority）（全体の 34%），
⑤購入の流行に鈍感なレガード（laggards）（全体の 16%）とするもので，消費者は
これらの５種類で構成されていると主張している。また，イノベーターの性格や役
割などを研究した報告があり[２，３]，イノベーターは，①改革者と呼ばれている，
②新技術や新製品に興味を持っている，③リスクを負いながら利用者として購入
する，④冒険的な性格を持っている，としている。以上の研究[１，２，３]は，家庭
電化製品の購買に関する研究報告であったが，ジャンルが異なる食料品・グロッ
サリーに関して，市場に初期導入する商品の売上実績から将来の売上予測を数
式化した研究もある[４]。これらの研究を参考にして，本研究では，日本市場の電
子機器を対象として取り上げ，その市場成長を分析する。 
電子機器市場では，昨今の技術進歩や多機能化を望む消費者ニーズから，
次々と新世代製品が開発され，旧世代製品の需要が飽和する。そして，旧世代
製品から新世代製品へ世代交代が進む。このようなときに，いち早く世代交代の
変化をキャッチして新製品開発につなげるのが企業として理想的である。そこで
本研究では，このような世代交代について，旧世代製品の販売台数の減少量を
数値化し，衰退モデルを提案し，衰退分析を行う。 
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消費者の消費行動の中には，コスト，機能，外形，サイズなどのバランスを考え
て消費する標準消費の他に，消費者の感性（好き嫌いなど）で購入する感性消
費がある。感性消費に対して標準消費を理性消費と呼ぶこともある。感性消費の
製品では，同一企業が特徴的な新製品の展開を行っている場合が多い。代表例
はゲーム機やスマートフォンであり，本研究ではこれらの製品グループを分析す
る。感性消費製品のプロダクトライフサイクル(Product Life Cycle，以降 PLC と記
す)データを活用し，Bass モデル[５]に沿って分析していく。ただし，感性消費製
品の PLC では，Bass モデルが成立しない製品の PLC があり，新しいモデルを提
案し分析を行う。 
1-2 本研究の背景 
新製品・新技術の普及に関して成長曲線と言う概念（新製品や新技術が，時間
変数に対して市場浸透していくさまを数値で表現したモデル）が従来から研究さ
れている。文献 [６]は，それまでに研究された成長曲線の数理的モデル（ロジス
ティック曲線，ゴンペルツ曲線等）を整理し，例として英国の固定電話の普及をと
りあげ，それらのモデルの有効性を示している。また，開発途上国の固定電話を
例にとって成長曲線を適用した研究[７]がある。その研究では，電話需要を引き
起こす割合が，電話を持たない世帯が電話を持っている世帯にどの位の割合で
電話を掛けたくなるのかの頻度に比例するとし，この問題を微分方程式で表し積
分することで成長曲線を導いている。さらに，固定電話だけでなく携帯電話の普
及が成長曲線に合うと言う研究がある。具体的にはインドに関する研究[８]，ポル
トガルに関する研究[９]，欧州地域に関する研究[１０] があげられる。また，成長
曲線は小さなエラー（販売年毎の販売台数が増加していくと発売初期に想定した
総需要が増えていき計算値がずれてくるというもの）を含んでいると言う課題を指
摘した研究がある[1１，1２]。上記の成長曲線の課題を解決するために，Zip 則や
べき乗則の研究[１３]を活用して，新しい成長曲線として理論展開を行い[１４]，そ
の研究成果をインターネットである固定ブロードバンドの需要分析に応用している 
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[１５]報告がある。そして，国内ブロードバンドの契約数が初期段階ではべき乗則
に従う傾向を示し，販売台数がターニングポイントを超えた段階において対数曲
線に従うことを理論的に示している[１５]。 
成長曲線の他に，Bass モデルという概念があり，その研究では，文献[１]のイノ
ベーターの概念は同じだが，アーリーアダプター，アーリーマジョリティー，レイト
マジョリティー，レガードまでをイミテーター（imitator）として分析し，数式化してい
る[５，１６]。Bass モデルの発表以降，その分野の研究が進み，様々な製品への
適用報告やモデルの一般化についての研究報告などがある。家庭電化製品(電
気冷蔵庫，ルームエアコン，カラーテレビ，電動芝刈機，アイロン，衣類ドライヤー
等)への適用報告が多くあった[１７]。また，複数世代の電子機器の市場成長を対
象に Bass モデルを一般化させた研究がある[１８，１９]。一般化した Bass モデル
に関して学会に発表されたものを分類し整理した報告もある[２０]。このような 
Bass モデルを用いた分析方法は，新技術や新製品の市場成長分析に適してお
り，本研究では，この Bass モデルを活用した分析を行う。ただし，新製品の年別
販売台数推移を Bass モデルで分析する場合は，Bass モデル分析の原理上，販
売開始時点での販売台数が把握できないと分析できない。また，文献[２１]では，
「Bass モデルのパラメタである総需要が一定値であるとすると，長期間経過すると
予測値と実績値が合わなくなることから，発売開始時点に設定された総需要が，
10 年，20 年，30 年後も同じ数値で分析されることに問題がある。その対策として，
他の研究方法で予測された総需要を用いることなどフレキシブルな対応をすべき
である。」と報告されている。さらに，Bass モデルは，分析対象の電子機器の需要
が一巡し買い替え需要が発生する段階には対応できないことから，Bass モデル
分析する場合には，買い換え需要が発生しない段階までに限定して分析に活用
する。 
市場成長する新製品では，市場の状況を導入・成長・成熟・衰退と表現する
PLC について分析する考え方が一般的ある。PLC を管理対象として，国際的投
資や貿易経営を考えていく理論を提唱した研究がある[２２]。その報告では，米国
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国内の製品の一連のライフサイクルを管理し，ある時期以降にコスト削減のため
世界に生産拠点を移す判断を行うことや輸出入の関係性を考察している[２２]。
PLC を管理対象として各事業をコントロールする事を，プロダクトライフサイクルマ
ネジメント（Product Lifecycle Management，PLM)と呼び，その概念を纏めた文献
がある[２３]。また，社内の各製品生産事業で，新規事業に参入しているときに，
既存事業を管理して継続するか撤退するかの判断として PLC を用いる考え方が
あり，マーケットライフサイクルとして分析する研究がある[２４]。また，PLCは，製品
特有のパターンを持っているものがあり，マーケティング戦略の分析対象にもなっ
ている[２５]。以上のように PLC は，事業運営やマーケティングでも重要な分析対
象として認識されていて，各社の類似製品を纏めた製品に対する製品グループ
の PLC 分析や各社の製品ごとの個別製品 PLC 分析がある。本研究では，これら
の PLC 分析を利用した研究を行う。特に，世代交代分析では，既存製品の PLC
における衰退量を定義して，新製品の販売量との関係を分析する。 
感性消費に関しては，製品を好き嫌いで購入判断することを感性と言う言葉で
表現している。感性消費という言葉は，経済経営分野でしばしば使用される用語
になっている。感性消費では，標準(ないし理性)消費と異なって，商品と感性・感
じ方の分析が多く，それらを解説している書籍もある[２６]。また，日本では，感性
工学と言う研究分野もある[２７]。感性工学会では感性の工学的な見地から人間
工学的な面の研究を行っている。経済産業省は感性消費に関連するプロジェクト
(2008 年度～2010 年度)をスタートさせたことがある。それは，感性価値創造イニシ
アティブとして考え方を取り纏めている[２８]。しかし，各分野の商品と感性の分析
例を見ても，ＡＶ機器や自動車が感性の対象との報告があるものの，販売台数分
析などに至っていない[２９]。そこで本研究では，感性消費と判断される電子機器
を対象とした PLC 分析を行う。 
1-3 本研究の進め方 
  電子機器の代表格である携帯電話の契約数や販売台数を，民間企業が協力
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して調査を行う協会の報告や調査会社の報告を用いて，いかなる要因で市場が
成長するのかを回帰分析や主成分分析などの統計手法を用いて分析する。特に，
国内と世界の携帯電話成長の違いを比較する。さらに，携帯電話に多くの機能を
搭載したスマートフォンの国内外市場の成長分析を行い，インターネット技術の市
場成長分析を行う。成長曲線分析の他，Bass モデル分析を行い，国内外の市場
成長を明確にする。 
 市場成長分析で顕在化した世代交代の分析では，旧世代製品，例えば携帯電
話の販売台数のピーク値からの落ち込み量を衰退量として定義して，その衰退量
と新製品，例えばスマートフォンの販売台数の伸びを回帰分析する。その結果，
旧世代製品の衰退量と新製品の販売台数との関係を定式化でき，例えば携帯電
話の衰退量がスマートフォンに代わる様子が分析できる。この方法を用いて，①
固定電話と携帯電話，②携帯電話とスマートフォン，③銀塩カメラからデジタルカ
メラとスマートフォン，④据置型ゲーム機からスマートフォンへの世代交代につい
ても分析する。 
ゲーム機やスマートフォンのように，遂次製品展開する感性消費製品を取り上
げる。感性消費の個々の製品の PLC 分析では，Bass モデルが成り立たず，イノ
ベーター数やイミテーター数が計算できないことがある。そのような PLC では，複
数個の製品の PLC から Bass モデルが成り立つか判断して，各 PLC の潜在イノ
ベーター数や潜在イミテーター数を比例配分する。このようにして，潜在イノベー
ター数や潜在イミテーター数を求めて PLC 分析を行う。 
1-4 本論文の構成 
本論文は，図１に示すように５章で構成されている。 
第１章の「緒言」では，本研究の目的，背景，研究の進め方について説明して
いる。 
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図 1 本論文の構成と章立てのコンセプト図 
 
 第２章の「市場成長分析」では，電子機器の代表格である携帯電話の市場成長
と日本国内における市場成長の要因について分析し，その結果を示す。また，携 
帯電話に多くの機能を搭載したスマートフォンの国内外の市場成長について結
果を示す。さらに，携帯電話やスマートフォンの関連技術であるインターネット技
術の市場成長について示す。「市場成長分析」において，①製品寿命の短期化，
②技術進歩を伴った新製品開発，③高密度製造技術による多機能製品の登場
から，電子機器の世代交代現象が顕在化したので，それを第３章で分析する。 
 第３章の「世代交代分析」では，一つの旧世代製品から新世代製品に移行して
いく世代交代の分析を示す。分析にあたっては，新規に衰退量分析を活用する。
具体的には，①固定電話と携帯電話，②携帯電話とスマートフォン，③銀塩カメラ
からデジタルカメラとスマートフォン，④家庭用ゲーム機からスマートフォンなどへ
の世代交代について分析した結果を示す。スマートフォン市場では，①電子機器
の嗜好製品化，②電子機器のブランド指向から，通常の導入－成長－成熟－衰
第１章 緒言
第２章 市場成長分析
第３章 世代交代分析
第４章 感性消費分析
第５章 結言 注：赤字は新規導入した分析技術
対象：携帯電話，スマートフォン，インターネット
①製品寿命の短期化
②技術進歩を伴った新製品開発
③高密度製造技術による多機能化製品の登場
手法：非線型回帰分析，主成分分析，
Bassモデル分析
対象：携帯電話，スマートフォン，ゲーム機
デジタルカメラ他
手法：線型回帰分析，衰退量分析
①電子機器の嗜好製品化
②電子機器のブランド指向
対象：スマートフォン，ゲーム機
手法：Bassモデル分析，
潜在イノベーター・潜在イミテーター分析
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退と言う PLCを辿らないことがある。このような感性消費製品に対して，第４章で分
析する。 
 第４章の「感性消費分析」では，Bass モデル分析を用いるが，新規に提案する
潜在イノベーター・潜在イミテーター分析を活用する。分析対象製品は，スマート
フォンとゲーム機である。Bass モデルが成り立たない PLC を持つゲーム機やスマ
ートフォンに対して計算した，潜在イノベーター・潜在イミテーターを PLC の図とし
て表示した。また，感性消費製品の PLC 分析方法を，他製品へ応用ができるよう
に，フローチャートを示した。 
 第５章の「結言」では，本研究の成果についてまとめると同時に，世代交代の分
析手法や感性消費分析について，新たに検討しなければならない課題について
考察を示す。 
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第２章 市場成長分析 
2-1 携帯電話の市場成長分析 
2-1-1 日本国内の携帯電話の市場成長の背景  
日本経済は，1990 年代にバブル経済が弾けて低成長になり，一旦は，2000 年
問題で情報・システム事業を中心に活況を呈したが，2000 年の 9.11 テロ事件から
始まる米国経済の落ち込みの影響を受け，さらには，2008 年の米国リーマンブラ
ザーズ破綻による世界経済同時不況により，低成長が続いてきた。また， 
BRICKS(ブラジル・ロシア・インド・中国・南アフリカ)経済に比較して発展度合いは
遠く及ばず，苦境が続いてきた。国内総生産 GDP の統計でも，名目 GDP は 2000
年から 2010 年頃まで低迷が続き，自動車業界は勢いがあるが，他の電機・エレク
トロニクス産業，社会・インフラ産業，資源・素材産業などは低迷した。しかし，この
ような中で電子機器の一つである携帯電話契約件数の伸びは著しく，2010 年で
約 120 百万件で，日本国内の普及率は約 100％になっている。 
日本国内携帯電話は，世界・欧米諸国と異なった世界標準でない仕様・機能
で発展してきた。そのため，「ガラケー」「ガラパゴスケイタイ」と呼ばれている。本研
究では，このような日本独自の機能を持つ携帯電話が，日本独自の消費者行動
の中で影響し合って，いかなる原因によって伸びたのかを，統計手法である回帰
分析や主成分分析を用いて検討する。先行研究[６]は，英国や開発途上国の固
定電話の普及を，成長曲線の数学的モデル（ロジスティック曲線）を適用した研究
である。また，携帯電話に関しては，新技術の普及に関する成長曲線に合うという
インドやポルトガルに関する研究[８，９]がある。このように，固定電話や携帯電話
の普及に関する考え方が示され，数式化が行われてきた。しかし，携帯電話の普
及を考えると，1987 年以降の導入当初はそのような成長曲線のモデルが適切で
あったが，携帯電話がインターネットに接続された 1999 年以降は消費者の生活
にとって必須の道具になったことから，そのような道具の使いこなし方，つまり消費
形態に沿った分析が必要である。本研究ではこのような観点から携帯電話の市場
成長について分析を行う。また，携帯電話の普及に伴って，ADSLのように固定電
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話のケーブルを活用したインターネットから，携帯電話回線を活用したモバイルイ
ンターネット（ＷＩＦＩ）に移行しているので，インターネット技術の普及や市場成長
についても分析する。 
 携帯電話の分析方法として，新技術普及過程の分析手法である Bass モデ
ル分析が候補となるが，携帯電話の開発初期の販売台数や契約件数などのデ
ータが入手できず，Bass モデルを利用しないこととした。なお，他の電子
機器の分析で，開発初期の販売台数が分かるものは，Bass モデル分析を行
うこととする。                                 
2-1-2 日本経済の成長率と携帯電話の契約数 
携帯電話は 1987 年にサービスが開始され， (社)電気通信事業者協会[３０]に
よると，ポケットベル，データ通信カード，PHS を含む携帯電話の契約数は，図２
のように伸びている。また，図２中には，名目 GDP[３１]も示す。GDP が 1996 年か
ら 2010 年まで低迷が続く中，携帯電話等の契約数が大きく伸びていることが分か
る。携帯電話の増加率を図３に示す。図３のように携帯電話契約数の対前年増加
率は 2004 年以降も平均 5%を維持している。この携帯電話契約数をロジスティック
曲線で近似したものを図４に示す。 
 
 
図２ 携帯電話契約数と名目 GDP 比較 
データ:(社)電気通信事業者協会[３０]，内閣府[３１] 
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図３ 携帯電話契約数増加率と名目 GDP 推移比較 
 
  
図４ 携帯電話契約数についてのロジスティック曲線近似 
 
 図４に記載した携帯電話契約数累計(億件)y のロジスティック曲線は式(1)で与え
られる。これは 2000 年から 2010 年のデータから最小 2 乗法で得たものである。
変数 x は，年数を表す変数で，2000 年が x=1，2001 年が x=2 であり，順次増えて
いき 2010 年は x=11 である。携帯電話契約数の増加を良く近似できている。 
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式(1)のデータへの近似度合いについての評価指標は，相関係数が 0.9975，
決定係数が 0.9952，t 値が-43.4，P 値が 121014.9  であった。 
 
2-1-3 ハードウエア環境  
 携帯電話は各種のハードウエア技術の集大成で，ハードウエアの環境を調査・
分析する。携帯電話の液晶画面とキーボードを取り去ると，多くの LSI を搭載した
１枚のプリント基板しかない。このプリント基板は，電話の送受信を受け持つ高周
波回路，アンプやスピーカ，イヤーホンや充電電源用のインターフェイス，処理体
系である CPU，大容量メモリで構成され，これらの CPU やメモリは，最先端半導体
技術を活用した電子回路・LSI の集大成である。中でも，低消費電力で高機能な
CPU や記憶を司る大容量のメモリである DRAM（Direct Randam Access Memory）
がメインとなる構成である。従って，高機能になっていく携帯電話を支える CPU と
DRAM のコスト評価を行って，携帯電話契約数との関係を分析していく。 
ＣPU の評価として，パソコンで使用する汎用 CPU の MIPS 値（機能評価の指標
の一つである演算負荷を与えた時の処理速度を指標としているもの）と，その
CPU の市場価格（相場）から，1，000 円で購入できる MIPS 値として，携帯電話契
約数増加の要因分析を行う。また，DRAM については，容量別の DRAM 価格が，
市場価格（相場）として把握できるため，1，000 円で購入できる容量を Mbit 数とし
て，携帯電話契約数増加の要因分析を行う。CPU も DRAM も，評価する性能が
指数関数に従うほどに向上したため，常用対数をとって，要因分析する。図５に携
帯電話契約数と MIPS 値・DRAM 容量の散布図を示す。なお，CPU や DRAM の
価格は，日本経済新聞の商品相場から年度平均の価格を計算して利用した。図
５に記載した 1996 年から 2008 年までのデータに対して MIPS 値と DRAM 容量で
重回帰分析した結果と，2010 年までのデータに対して同様に重回帰分析した結
果とを，表１に示す。  
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t値 P-値 t値 P-値
1996-2008 0.9885 0.9772 1.9681 0.07739 4.694 0.00085
1996-2010 0.7997 0.6395 2.014 0.06698 0.2122 0.8355
CPU DRAM
分析期間 相関係数 決定係数
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ CPU の指標(常用対数)と DRAM 容量の指標(常用対数)と 
携帯電話契約数の散布図 
 
表 1 ハードウエア環境の期間別重回帰分析結果 
 
表１の結果では，1996 年から 2008 年までの方が強い相関関係にあるが，2010
年までになると別な要素により半導体との相関が崩れてくる。 
 次に 1996 年から 2010 年のデータから携帯電話契約数との回帰分析を行うが，
ファラーとグラウバーの多重共線性評価方法(例えば[３２])によると CPU 評価指標
と DRAM 評価指標は多重共線性が認められ，重回帰分析の結果をそのまま受け
入れることができない。そこで，主成分分析を行い，CPU 評価指標 x1 と DRAM 評
価指標 x2 の合成変量(主成分得点) p を求める。その結果，第 1 主成分は式(２)
のように求められた。 
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21 0.7218+0.6920= xxp                                          (2) 
 
第１主成分の式(２)の寄与率を計算すると 0.9792 であり，携帯電話契約数の成
長への影響は第１主成分で決まっている。式(２)の第 2 項の係数が第 1 項の係数
よりも大きいので，DRAM 評価指標の方が若干 CPU 評価指標よりも寄与している
ことが分かる。携帯電話契約数と合成変量との散布図を図６に示す。上記に求め
た合成変量を用いて携帯電話契約数について単回帰分析すると，相関係数が
0.9923，決定係数が 0.9847，t 値が 28.94，P 値が 0.000 である。     
 
 
 
 
 
 
 
図６ CPU・DRAM 合成変量(常用対数)と携帯電話契約数の散布図 
 
以上，半導体の指標から携帯電話契約数を分析してきた。その結果，携帯電
話契約数は CPU や DRAM の指標に相関が強いことが分かった。半導体はサプラ
イ側である携帯電話メーカーからの仕様で製造するもので，高性能を維持しなが
ら軽薄短小かつ低価格化を実現し，携帯電話の需要増加に貢献していることが，
多変量解析や回帰分析の結果から確認できる。 
2-1-4 社会環境  
携帯電話契約数について，名目 GDP と消費者物価変動を控除した実質 GDP
で回帰分析した結果を表２に示す。次に携帯電話契約数と人口との間に目立っ
た相関が見られるか否かを調査した。厚生労働省が実施する世帯数等状況調査
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[３３]による統計では，15 年前から核家族化傾向になって，①独身者の増加，②
母子・父子家庭の増加，③老人夫婦家庭の増加があり，世帯総数の増加という結
果となっている。併せて，参考として 6 歳以上の日本人の人口推計に関する分析
結果も表２に掲載する。図７には世帯総数と携帯電話契約数との散布図を示す。 
ただし，世帯数等状況調査では 3 年毎のデータのため，年毎の契約数と比較
することはできない。この限られたデータ内で，相関係数が 0.9841，決定係数が
0.9685，ｔ値が 9.607，P 値が 0.0024 で，強い相関関係が見られる。世帯総数が増
えると携帯電話契約数が増加している。  
 
表２ 社会環境要因別回帰分析結果 
 
図７ 携帯電話契約数と世帯総数の散布図 
データ：厚生労働省世帯等状況調査[３３] 
 
  
 
社会環境項目 重相関係数 相関係数(重相関係数) 決定係数 t値 P-値
名目GDP 0.6889 0.6889 0.4746 -3.427 0.0045
実質GDP 0.8497 0.8497 0.722 5.811 0.00006
世帯総数(*) 0.9841 0.9841 0.9685 9.607 0.002393
6歳以上人口(*) 0.9635 0.9635 0.9283 7.194 0.001978
表の*印は，3年毎のデータによる回帰分析結果
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2-1-5 携帯電話を活用した消費形態  
携帯電話は，1999 年の i モード発表以来，インターネット接続が実現できて情
報端末機器として急速にその需要を拡大していった。同じ情報端末機器の PC よ
りも小さく・薄く・軽いと言う特徴を持ち，しかも手頃な価格の端末であった。一時
期，パーソナルデーターアシスタント(PDA)と言う小型の情報端末機器があったが，
軽薄短小の傾向が著しい携帯電話に変わっていった。 
携帯電話に対応するモバイルソフトウエアも進化・発展してきており，消費者の
生活に密着し始めた。そして，通信販売(商品の検索・予約・購入)と言う消費行動
へ携帯電話が対応できたことが携帯電話の普及に大きく影響を及ぼしてきている。
言い換えれば，携帯電話を使った新しいビジネスモデルが構築されてきた。携帯
電話さえ持っていれば，手軽に消費行動が実現できるという仕掛けが構築され，
携帯電話契約数を伸ばす背景になっていると考えられる。そこで，携帯電話に対
応できる，①モバイルコマース分野，②モバイルコンテンツ分野で分析を行う。こ
れらの分野については総務省や一般社団法人モバイルコンテンツフォーラムが
公表しているデータ[３６]から携帯電話契約数増加の要因を分析する。 
(1) 通信販売などモバイルコマース分野 
   モバイルコマース分野は総務省によると，①通信販売系，②JR 鉄道予約や飛
行機予約などのサービス系，③銀行や証券会社関係取引のトランザクション系に
分けられて，2002 年からデータが存在する。これらのデータと携帯電話契約数デ
ータ間の散布図を図８に，回帰分析結果を表３に示す。表３から，モバイルコマー
スの各分野は携帯電話契約数に対して非常に強い相関関係になっていることが
わかる。 
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図８ 携帯電話契約数とモバイルコマース市場の散布図 
データ：（一社）モバイルコンテンツフォーラム[３４] 
 
表３ 携帯電話契約数に対するモバイルコマース分野の回帰分析結果 
 
 
(2) 音楽配信などモバイルコンテンツ分野 
  モバイルコンテンツ分野は音楽配信，ゲーム，電子書籍といった携帯電話のア
プリケーション分野である。2000 年から，着メロなどの音楽配信が始まり，2001 年
から，ゲームの供給が開始され，2003 年から，電子書籍の配信が始まっている。
回帰分析結果を表４に示す。また，これらの分野の市場データと携帯電話契約数
データ間の散布図を図９に示す。 
 
表４ 携帯電話契約数に対するモバイルコンテンツ分野の回帰分析結果 
 
 
 
項目 相関係数 決定係数 t値 P値
通信販売系 0.9065 0.8219 6.075 0.0003
サービス系 0.9355 0.8752 7.491 0.00007
トランザクション系 0.9204 0.8472 6.660 0.00016
モバイルコマース市場合計 0.9227 0.8514 6.769 0.00014
項目 相関係数 決定係数 t値 P値
音楽配信 0.9690 0.9389 12.41 0.0000
ゲーム 0.9256 0.8567 7.731 0.0000
電子書籍 0.8132 0.6613 3.697 0.0077
モバイルコンテンツ市場合計 0.9368 0.8776 8.469 0.0000
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図９ 携帯電話契約数とモバイルコンテンツ市場合計の散布図 
データ:(一社）モバイルコンテンツフォーラム[３４] 
 
 表４において，携帯電話契約数に対する相関係数が若干小さい電子書籍を除
き，モバイルコンテンツ各分野は携帯電話契約数に対する相関係数が大きく，強
い相関があることがわかる。図９からも明らかのようにモバイルコンテンツ市場合計
は携帯電話契約数との相関が強い。  
以上，上記の(1)と(2)から携帯電話契約数はモバイルコマース市場全体とモバ
イルコンテンツ市場全体との相関が強いため，その重回帰分析を行う。その結果
を表５に示す。表５の結果は，非常に相関が強い結果になっているが，ファラーと
グラウバーの多重共線性評価方法(例えば[３２]により，モバイルコマース市場全
体とモバイルコンテンツ市場全体は多重共線性が認められ，重回帰分析の結果
をそのまま受け入れることができないので，次項で主成分分析をする。 
 
表５ 携帯電話契約数に対するコマース市場全体・コンテンツ市場全体の 
重回帰分析結果 
 
 
 
 
項目 相関係数 決定係数 t値 P値
モバイルコマース全体 2.3111 0.0496
モバイルコンテンツ全体 4.1284 0.0033
0.9872 0.9745
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2-1-6 消費形態に関する主成分分析 
携帯電話契約数のデータと，2-1-5 項に記載したモバイルコマースの 2010 年
売上高（通信販売系市場 4392 億円，サービス系市場 4109 億円，トランザクション
系市場 1584 億円)と，モバイルコンテンツ市場全体の 2010 年売上高 6465 億円に
ついて主成分分析を行う。 
モバイルコンテンツ市場の各分野はモバイルコマース各分野に比べて市場規
模が小さいのでモバイルコンテンツ市場全体として扱う。対象年はトランザクション
系市場が立ち上がった 2002 年以降とする。x1 を通信販売系市場売上高，x2 をサ
ービス系市場売上高，x3 をトランザクション系市場売上高，x4 をモバイルコンテン
ツ市場全体の売上高を表すものとする。主成分分析の結果，第 1 主成分の合成
変量 p は式(3)のように得られ，その寄与率は 0.9852 であった。寄与率が 0.9852
と高いので第１主成分のみを採用する。 
 
4321 5868.02096.04923.06083.0 xxxxp                (3) 
 
携帯電話契約数と第１主成分の散布図を図１０に，携帯電話契約数に関する
第１主成分の合成変量に関する回帰分析結果を表６に示す。 
 
 
図１０ 携帯電話契約数とモバイルコマース及びモバイルコンテンツ市場関
にする合成変量第１主成分の散布図 
 
表６ 携帯電話契約数に対するモバイルコマース及びモバイルコンテンツ市場 
合成変量の回帰分析結果 
 
項目 相関係数 決定係数 t値 P値
モバイルコマース・コンテンツ合成変量 0.9466 0.896 8.363 0.0000033
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2-1-7 合成変量を用いた非線型回帰分析 
2-1-６項までの回帰分析は線型回帰分析であったが，携帯電話契約数自身が
ロジスティック曲線のような非線型曲線を示すので，本項では非線型回帰分析を
行って精度良いモデル式を算出する。モバイルコマース市場の各分野について
は 2-1-5 項で分析済みであり，相関係数が 0.90～0.93 なので，全体を纏めてモ
バイルコマース市場全体として分析する。 
 携帯電話契約数とモバイルコマース市場全体とモバイルコンテンツ市場全体の
合成変量で非線型回帰分析を行う。携帯電話契約数のデータは，1990年代の導
入初期のデータとインターネット接続が本格的になった 2000年以降のデータがあ
るが，インターネット接続で成長が安定した 2000 年以降のデータを取り扱うものと
する。従属変数を携帯電話契約数とし，独立変数をモバイルコマース市場全体 z１，
モバイルコンテンツ市場全体 z２とする。主成分分析によって得られた第１主成分
の合成変量 p(z)は式(４)となり，第１主成分の寄与率は，0.9916 であった。 
 
21 4498.08931.0)( zzzp                              (４) 
 
 非線型回帰分析を行うに際して，モデル式を決める。非線型モデル式には多く
の種類がある。携帯電話契約数は式(１)のように年を変数とするロジスティック曲
線で表現される。非線型モデル式として式(５)のロジスティック関数を用いる。 
 
))(exp(1 zp
k
y
 
                              (５) 
 
ここで，k，α，β は定数である。 
基本的な非線型回帰分析の方法は，参考文献[３５]に記載されている方法に
準拠し，一部を変更した方法を用いる。詳細は，以下の通りである。 
 
手順 1：非線型モデル式(５)の対数変換を行い線型回帰モデル式に変形する。 
手順 2：式(５)に実績データをあてはめて，k，α，β の初期推定値を得る。具体的に
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は k の初期推定値から，手順 1 で得た線型回帰モデルを用いて回帰分
析し，α，β の初期値と，決定係数，相関係数を得る。 
手順 3：この初期推定値 k を出発点に， ある幅の数値 Δk をプラスまたはマイナス
して，k の数値を変えながら手順 2 と同様な回帰分析を繰り返し，決定係
数と相関係数の良い組み合わせを解とする。 
 
上記の方法により，具体的には，携帯電話契約数データと合成変量の p(z)から，
kn=1.405 が得られた。そして，k の値を，1.30 から 1.65 まで，0.05 きざみでと変化さ
せ，α，β，決定係数，相関係数を計算した。その結果を，表７に示す。  
 
   表７ ロジスティック関数式(５)の定数 k の値を変えたときの相関係数と 
決定係数 
 
 
表７から k = 1.50 のときの決定係数と相関係数が良く，非線型回帰式は式(６)と
する。 
 
))(0001228.0exp(046.11
50.1
zp
y

                               (６) 
 
式(６)と携帯電話契約数との散布図を図１１に示す。図１１の散布図を見ると，携
帯電話契約件数(縦軸)と合成変量(横軸)の関係が，ロジスティック関数で近似で
きていることが理解できる。言い換えると，エンドユーザである消費者の志向であ
る通信販売やサービスなどのモバイルコマースやモバイルコンテンツ市場の影響
により携帯電話契約数が左右されることを意味している。式(６)と 2-1-2 項のロジス
ティック曲線式(1)，並びに携帯電話契約数の比較を図１２に示す。なお，式(６)を
グラフに描くと合成変量が横軸となるが，年度に変換して示している。 
 
k値 決定係数 相関係数 k値 決定係数 相関係数
1.30 0.9568 0.9781 1.50 0.9763 0.9881
1.35 0.9674 0.9836 1.55 0.9759 0.9879
1.40 0.9726 0.9862 1.60 0.9755 0.9877
1.45 0.9750 0.9874 1.65 0.9751 0.9875
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図１１ 携帯電話契約数に対するモバイルコマース市場全体とモバイルコン 
       テンツ市場全体の合成変量の非線形回帰式による予測値の散布図 
 
 
図１２ 携帯電話契約数に対する非線型回帰分析結果 
式(６)とロジスティック曲線式(1)による予測値 
 
図１２における式(１)と式(６)の有意差について検討する。 
携帯電話契約数に対する非線型回帰式の正当性を次の 2 つの場合について
検証を行う。 
携帯電話契約数の 2000 年～2010 年までの実績データから 2011 年，2012 年，
2013 年の予測値を計算し，実測値と比較して検証する。モバイルコマース市場全
体の売上高ｚ１，モバイルコンテンツ市場全体の売上高ｚ2 の予測値から合成変量
(式(6))
(式(1))
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の予測値を求め，その数値を式(6)に代入して 2011 年，2012 年，2013 年の携帯
電話契約数の予測値を得る。 
2000 年から 2010 年までのモバイルコンテンツ市場全体の売上高から，年を i
で表したときの同売上高の近似式は式(7)となる。ただし，i=1 は 2000 年を，i=11
は 2010 年を表す。 
 
106812391.133537.7 232  iiiz                  (７) 
 
式(７)は，i に関する3次多項式で，対数曲線，ロジスティック曲線，１次や２次多項
式モデルに比べて決定係数が良く，実績データに良く近似できている。また，モ
バイルコマース市場全体の売上高ｚ１は，ｚ１とｚ2 間で多重共線性があることから，
表８に示した回帰分析結果から式(８)のように得られる。 
 
表８ 2002 年から 2010 年までのｚ１とｚ2 の回帰分析結果 
 
 
21 554.1 zz                                          (８) 
 
式(７)，式(８)から，計算された予測値を表９に示す。また，その値を式（４）に代
入し得られた合成変量の予測値を表１０に示す。 
 
表９ モバイルコマース・コンテンツ売上高予測 
 
 
表１０ モバイルコマース市場全体とモバイルコンテンツ 
市場全体の合成変量 p(z)の予測値 
 
z 2係数 相関係数 決定係数 t値 P値
1.554 0.9841 0.9685 15.68 0.000000
単位：億円
予測年度
2011
2012
2013 16890 10870
モバイルコマース売上高予測 モバイルコンテンツ売上高予測
11900
14140
7653
9099
予測年度
2011
2012
2013 19970
合成変量の予測値
14070
16720
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表１０の合成変量の予測値を，携帯電話契約数と合成変量の非線型回帰分析
結果の式(６)に代入し，携帯電話契約数の予測値を求め，その結果を表１１に示
す。また，2011 年，2012 年，2013 年の携帯電話契約数の実績値も表１１に示す。
併せて，2-1-2 項のロジスティック曲線式(1)からの予測値も掲載した。2011 年，
2012 年，2013 年の携帯電話契約数にはスマートフォンを含んだ契約数になって
いる。  
表１１ 非線型回帰分析予測と携帯電話契約数 
 
 
表１１の比較から，式(６)の予測値が式(1)の予測値に比べ実績値に近く，携帯
電話契約数予測のモデル式としては，式(６)の方が適することがわかる。 
以上，検証の結果（表１０の 2000 年～2010 年実績データからの 2011 年，2012
年と 2013 年の携帯電話契約数予測と実績値比較）から，携帯電話契約数の予測
には，モバイルコマース市場とモバイルコンテンツ市場の合成変量を独立変数と
する，線型回帰モデル式及び非線型回帰式が適する結果になった。 
2-1-8  国内携帯電話契約数分析のまとめ 
2-1-1 から 2-1-7 項において国内における携帯電話契約数の 2000 年から
2010 年の成長分析を行い，次のことを明らかにした。 
（１） 日本国内では，ハードウエア環境(CPU，DRAM，フラッシュメモリーなどの半
導体の進歩)や社会環境が，携帯電話需要を増やす条件として整っていた。 
（２） 携帯電話需要の背景には，消費者が消費行動に際してインターネットを接
続した携帯電話を手軽に活用していることがあり，携帯電話契約数は，モバイル
コマース市場やモバイルコンテンツ市場の発展と強い相関がある。 
単位億件
項目 2011年 2012年 2013年
携帯電話契約数累計(実績) 1.329 1.412 (1.366)
非線型回帰分析式(6)予測 1.265 1.322 1.376
ロジスティック曲線式(1)予測 1.271 1.313 1.353
カッコ内は，2013年12月末の実績値(速報値)
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（３） 日本国内の携帯電話契約件数は，2010 年度には約 120 百万件で，国民 1
人に 1 台の割合になり，需要が飽和してきている。さらに，需要が飽和してきてい
る背景の一つには，消費者が携帯電話に比べて多機能化している次世代機のス
マートフォンに興味を持ち始め，2007 年から販売が開始され盛んに購入されてい
ることがある。また，言葉を変えて言うと，「携帯電話から次世代機のスマートフォ
ンに世代交代が始まってきた」と言える。この世代交代については３章で詳細に
検討する。 
今後も携帯電話に代わる情報端末が登場し，成長分析を行う必要性が考えら
れるので，今までの成長分析の手法を整理する。前提として，成長分析の対象期
間は導入期ではなく安定成長期以降とする。 
(1) 情報端末を利用した消費行動を行う対象市場規模を変数として主成分分析
を行い，各主成分の寄与率を考慮して合成変量を算出する。 
(2)情報端末契約数と合成変量間での線型及び非線型回帰分析を行い，回帰式
を算出して，両者の関係を明確にする。 
次に市場成長分析の代表的手法である Bass モデルの適用可能性について述
べる。家庭内電子機器の市場成長は Bass モデルに従うこと[１７，１８，１９，２０，２
１]が報告されている。同モデルを用いて製品市場の成長分析を行うためには，新
製品の販売データが入手できることが必要である。本研究で対象とする日本国内
の携帯電話契約数データは市場に携帯電話がリリースされて時点からの全ての
データが入手できないと，Bass モデルが使えない。このことから，日本国内の携帯
電話の市場成長をBassモデルで分析したいと考えたが，発売初期の携帯電話契
約数が入手できず分析ができなかった。 
2-1-9 世界携帯電話の市場成長分析 
日本において携帯電話は 1987 年から市場に導入されて，現在ではポピュラー
になり，モバイルツールとしても情報端末ツールとして使われている。その傾向は，
世界でも同じである。図１３に 2003 年から 2010 年までの携帯電話契約件数を示 
す。データは，文献[３５]の数値を用いた。 
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図 1３ 日本と比較した世界４か国の携帯電話契約件数 
 
図１３では，2010 年には米国と日本の携帯電話契約件数は伸び悩んでいる。
米国の人口は約 3 億人で，日本は約 1 億 2000 万人であるので，携帯電話は，１
人１台の状況になっている。一方，インドと中国は，顕著な市場の成長を示してい
る。中国について取り上げ，図１３のデータに関して回帰分析する。中国の契約
件数を y とし，契約年を i とすると，式(９)を得ることができる。ここで，２００３年から
２０１０年をそれぞれ𝑖 = 1,2, … ,8 で表す。  
  
)1545.0exp(9.242 iy      8,...,2,1i                 (９) 
 
 式(９)の関係は，図１３に示していて実績データを近似していることが分かる。こ
のように中国につては２００３年～２０１０年で指数関数的な，爆発的な契約数の増
加がみられる。 
2-2 スマートフォンの市場成長分析 
スマートフォンは，携帯電話機能に加えとインターネット WEB 検索機能などを
える多機能端末で，販売開始から急速に販売台数を拡大している。日本国内で
は，2007 年より販売が開始され，2008 年からの販売台数を図１４に示す。販売台
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数を y，年を i とすると，近似式で表現でき，その近似式を式(１０)に示す。決定係
数は，0.9983 である。 
 
 
図１４ 日本国内スマートフォン販売台数 
データ元：ＭＭ総研[３８] 
 
)011.2exp(2.9771
35.30
i
y

                                 (１０) 
 
 2-1 節で日本国内の携帯電話の市場成長の様子を示してきたが，図１４や 
式(１０)に見られるように，スマートフォンが販売開始されて以来，スマートフォンの
市場は成長している。次に，年別の日本国内スマートフォンの実績データである 
２００８年から２０１２年までの販売台数推移を図１５に示す。また，この販売台数デ
ータから Bass モデル分析した結果を図１６に示す。このときのイノベーター係数は
0.007171 で，イミテーター係数は 2.558 であり，2008 年を除いて，イミテーターに
よる購入が販売台数の殆どを占めている。 
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図１５ 日本国内スマートフォン販売台数推移 
図１６ 日本国内スマートフォン販売台数 Bass モデル分析 
 
 
世界のスマートフォンの販売台数累積値を図１７に示す。また，販売台数を y，
年を i としたときの近似式を式(１１)に示す。決定係数は， 0.9497 である。 
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)8285.0exp(98.381
2704
i
y

                               (１１) 
 
世界のスマートフォンの販売台数は，図１７や式(１１)で見られるように，２０１２年
現在でも市場成長を続けている。 
 
 
 
図１７ 世界スマートフォン販売台数(累積値) 
              データ元：iDC[３６] 
 
 世界スマートフォンの販売台数について，累積値ではなく年別の販売台数の実
績データについて販売台数推移を図１８に示し，そのデータからBassモデル分析
する。その結果を，図１９に示す。 
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図１８ 世界スマートフォン販売台数推移 
図１９ 世界スマートフォン販売台数 Bass モデル分析 
 
 スマートフォンの世界市場では，日本国内と違って，イノベ－タ係数が，
0.04527，イミテーター係数が 0.7849 であり，イノベーターによる購入割合が大き
いことを示している。 
日本国内需要が一巡する 2012 年頃までは，買い換え需要が発生していない
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が，2012 年を越えたあたりから買い替えが発生している。Bass モデルは，買い換
え需要を含むデータの分析には使用できないないので，Bass モデル分析は，
2012 年までとする。買い替え需要は対象製品の世代交代によるものと捉えること
ができ，次章で扱う。 
 
2-3 インターネット技術の市場成長分析 
 本節では，日本国内におけるインターネット技術の市場成長について述べる。 
日本国内では，PC が家庭に普及したことにより電話回線を用いたパソコン通信が
盛んになったが，回線速度が遅く年々データが増える通信には不適当であった。
そこで大量データが送信できる ADSL(Asymmetric Digital Subscriber Line)等を活
用したインターネットが標準化され，活用されるに至った。近年では，大量な画像
伝送に適する光ケーブルを用いた光通信 FTTH(Fiber To The Home)や 高速無
線 LAN，特に LTE(Long Term Evolution)が導入されてきている。ブロードバンド
全体の動向を図２０に示す。 図２０中の DSL (Digital Subscriber Line，以降 DSL
と称する)は，ADSL を含んだ総称であるが，衰退状態で，高速通信を可能にす
る FTTH の契約数が伸びている。ここに焦点をあてて，市場成長分析を行う。 
 
 
図２０ 日本国内ブロードバンド契約数 
データ引用元：文献[４０] 
 なお，図２０内の BWA は Broadband Wireless Access のことで，公共の電波を用
いて，高速データ通信を行う技術であり，２００９年から営業を開始している。 
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FTTH の普及過程を Bass モデルで分析する。FTTH の年契約数データは，総
務省発行の平成２０，２２，２４，２７年度の情報通信白書[４０]に依る。また，年別の
契約数は，2002 年から 2008 年までは年末の契約数であり，2009 年から 2014 年
まで年度契約数のデータになっている。図２１に Bass モデル分析によって契約数
を予測した結果と，実際の年契約数を示す。また，イノベーター数とイミテーター
数を図２２に示す。図２２より，市場の成長初期段階である 2002 年から 2004 年ま
で，イノベーター数が年契約数の過半数を占めている。2005 年以降は，追従者
であるイミテーターの数が過半数を占める結果になっている。また，ＦＴＴＨの契約
数の推移を図２３に示す。FTTH は，固定ブロードバンドの中でも高速通信が可
能な技術であるが，図２１，図２２の年契約数や，図２３の契約数が飽和しつつある。
契約数から分析したロジスティク曲線近似式を式（１２）に示す。なお，独立変数 i
を年とし 2002 年から 2014 年を i=1,...,13 とする。 
 
                                          (１２) 
 
 
 
 
図２１ FTTH の年別の契約数と Bass モデル予測値との比較図 
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図２２ FTTH の Bass モデル分析結果であるイノベーター数と 
イミテーター数 
 
 
図２３ FTTH 契約数(累積値)とロジスティック曲線近似式， 
Bass モデル分析累積値比較 
 
2-4 市場成長分析のまとめ 
携帯電話，スマートフォン，インターネット技術（中でも FTTH）を中心として，市
場成長を分析してきた。国内携帯電話契約数の推移は，モバイルコマース市場
全体売上高とモバイルコンテンツ市場全体売上高の合成変量を独立変数とした
非線型回帰式で示される。しかし，スマートフォンが 2007 年に発売されて以来，
需要が飽和してきて，年契約数が下がってきている。スマートフォンは，分析の結
果，国内外で成長が著しく，2008 年から発売開始し，2012 年現在では，成長が
続いている。Bass モデルの分析では，発売開始の 2008 年以外は，購入者にイミ
テーター(追従者)が多く，スマートフォンの販売台数が多くなっている原因の一つ
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と考えられる。また，光通信技術の FTTH は，2001 年から急成長してきたが，2008
年頃から，年契約数がピークを過ぎてから減り始めている。この背景には，スマー
トフォンのインターネット接続には電話回線を活用した無線 LAN が必要で，スマ
ートフォンの普及に伴って，無線LANの需要が高まっている。このような無線LAN
や BWA の普及に伴って，消費者の需要が FTTH から移りつつあると考える。 
本章で分析してきた電子機器市場の市場成長分析から，需要の飽和現象が観
察されてきた。飽和現象の理由として世代交代がある。世代交代を後押ししてい
る要因として，①製品寿命の短期化，②技術進歩を伴った新製品開発，③高密
度製造技術による多機能化製品の登場，があげられる。次章では，この世代交代
の分析を行う。 
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第３章 世代交代分析  
3-1 世代交代分析の目的 
新技術や新製品は，市場への導入後，顧客のニーズに支えられ市場に受け入
れられて成長期を迎える。成長期以降，安定して製品が売れる成熟期を迎える。
時間が経つと技術の陳腐化や顧客の機器の古さに対する飽きや新製品の誘惑
などのために新製品に交代され衰退が始まる。これらの現象は多くの製品 PLC で
見られる。本章は，旧世代製品から新世代製品への移行を取り上げ，これを世代
交代と記すこととする。具体的には，新世代の電子機器が多機能な電子機器で，
旧世代の単機能電子機器から新世代電子機器へ世代交代する場合について，
統合される旧世代電子機器の販売台数や新世代多機能電子機器の販売台数の
推移データを統計的に数値解析し，両者間関係を定式化することを通して，世代
交代の特徴を明確にする。  
3-2 衰退量の定義と提案する世代交代分析方法 
旧世代製品の市場や使用されている技術が衰退期に入るとき，新世代製品の
開発時期や市場導入時期を決定するために旧世代製品の分析が必要になる。こ
のような世代交代を分析するにあたって，旧世代電子機器の PLC の成熟期から
衰退期における販売台数の減少量に着目する。本研究では，この旧世代製品の
衰退期間の衰退量，つまり売上高や生産数のピーク値から減少している数量をマ
イナスの成長と捉えて，正の値である統計数量として定義し，衰退の原因を分析
する。この衰退の分析を行うために，旧世代製品の衰退量と新世代製品の成長
量(売上高ないし生産数)とに回帰分析を用いる。この分析方法は，PLC の古典的
なパターン（成熟期以降に短調に減少するもの）における衰退現象に焦点をあて，
各種の電子機器の世代交代現象を分析するもので，新規な分析方法である。 
本研究で提案する分析方法を図２４に示す。図２４のように旧世代製品の売上
高や生産数のピーク値からの減少量を衰退量(正の統計数値)として，新世代製
品の売上高や生産数との関係を分析する。このように分析することのメリットは，正
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の数値同士の回帰分析になり，得られる統計数値，回帰式，散布図が分かりやす
い点である。 
衰退量を活用した世代交代分析の手順を図２５に示す。下記の手順に従って， 
 
  
 
図２４ ピーク値の衰退量(減少量)を統計数値として分析する方法 
出典先：文献[４１] 
 
図２5 世代交代分析方法のフローチャート 
製品・技術の
ライフサイクル
導入期
成長期
衰退期 ピーク値からの減少量
ピーク値
成熟期
ピーク値からの減少量を統計数値として
取り扱い統計分析して衰退原因を探る。
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売
上
高
及
び
生
産
数
手順１：旧世代電子機器の衰退量の定義
ある電子機器の販売台数がある時期にピーク値に達し，そこから減少し始めた状
態を扱う。この電子機器(旧世代電子機器と記す)の販売台数のピーク値からの減
少量を衰退量として定義し，年別の統計数値として扱う。
手順2：新世代電子機器の探索
旧世代電子機器の衰退量に影響を与える新世代電子機器を探索する。旧世代電
子機器の販売台数が，ピーク値から減少し始まる時期の近辺で，販売が開始された
新世代電子機器を探索する。販売台数の大きい順に探索しデータを用意しておく。
手順3：回帰分析による独立変数の選定
回帰分析では，従属変数として旧世代電子機器の衰退量を，独立変数として新世
代電子機器の販売台数を用いる。手順2の候補となった新世代電子機器について，
独立変数のt値やP値を評価する。 t値が大きくP値が0に近い独立変数の組
(x1,x2,・・・)を選定する。
手順4：回帰式の評価・確認
衰退量yに関する独立変数の組(x1,x2,・・・)による回帰式を評価する。回帰式に独立
変数の実績値を代入して，衰退量の予測値を算出する。この予測値と実績値とを比
較し，妥当性の確認を行う。
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衰退量を定義した例を示す。日本国内の固定電話の契約数(データ出典先：総
務省平成24年度情報通信白書[４０])は，図２６の左図に示すように１99７年度をピ
ークに減少の一途をたどる。また，このピーク値からの減少量を図にすると，図２６
の右図の通りである。図 2７には，図２６の右図を拡大して，再掲している。 
 
 
図 26 固定電話契約数推移とピーク値からの減少量 
         データ出典先：総務省平成 24 年度情報通信白書[４０] 
 
 
図 27 固定電話契約数の衰退量 
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3-3 提案する世代交代分析方法の検証 
3-3-1 固定電話の世代交代分析 
3-2 節の図２５で示した手順に従って，固定電話の世代交代を分析する。まず，
手順 1 で，衰退量を求めると，図２７のように得られた。手順 2 で，固定電話を契約
していた人達が，固定電話の代替品としてどのような電子機器を使いだしたのか
を分析する。電話機能を有する電子機器として，携帯電話がある。そこで，手順 3
に従い，この日本国内の固定電話契約数の衰退量と，日本国内の携帯電話契約
数を回帰分析すると表１２のような結果が得られる。表１２から，固定電話の衰退
量は，携帯電話契約数と相関関係があり，相関係数が 0.9544，決定係数が
0.9110 である。また，t 値は 11.90 で P 値は 2.31E-08 で，信頼性が高い(文献[３
５])。
表１２ 固定電話契約数の衰退量と携帯電話契約数の増加量 
との回帰分析結果 
データ出典先：総務省平成 24 年度情報通信白書[４０] 
 
 
固定電話契約数の衰退量(百万件) y1，携帯電話契約数(百万件)を x1 で表すと，
回帰式は式(17)で示される。 
 
                                              (１７) 
 
  なお，携帯電話契約数の他に，IP電話契約数を独立変数とした重回帰分析を
検討したが，携帯電話に対する t 値や P 値がそれぞれ 3.345，0.00583 で，IP 電
話に対する t 値と P 値がそれぞれ 3.893，0.001816 であった。これは，携帯電話契
約数の単回帰分析の t 値や P 値より悪い組み合わせ(文献[３５])になっている。 
 手順４として式(１７)の回帰式の評価・確認を行う。上記回帰式のデータは，
2010 年度までのものであった。2011 年度の携帯電話契約数は，132.8(百万
相関係数 決定係数 項目 
0.9544 0.9110 携帯電話契約数 11.08 
t 値 P値 
1.17E-07 
54.170.3691 11  xy
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件)であるので，回帰式の式(17)に代入すると，2011 年度の固定電話衰退量
の予測値が計算できて，31.48(百万件)を得る。一方，2011 年度の固定電話
衰退量の実績値は，31.50(百万件)であるので，予測値にほぼ等しく，式（１
７）は，妥当な回帰式であると判断される。また，回帰式における x の係数は
0.3691 で，1 台の携帯電話を契約しても固定電話契約解除数は約 0.37 台で，約
37%の人が契約解除しているが約 63％は契約解除していないことになる。 
 
3-3-2 スマートフォンとタブレットの多機能化 
 3-2節で，旧来製品から新規開発製品への移行について，旧来製品の衰退量
を統計数値として回帰分析する方法を説明した。新規開発製品へ移行することの
背景には，消費者の「モバイル機能と多機能性」に対するニーズがあること，そし
て携帯電話供給側にそのニーズに応える新製品開発力と商品企画力が存在す
ると考えられる。ただし，単機能である専用機においては，多機能化よりも高性能
化を優先して開発された専用機を利用する消費者も存在する。  
携帯電話から派生してきたスマートフォンやタブレットにおいて，モバイルツー
ルのプラットフォームとして整備してきたハードウエア概要を表１３に示す。比較と
して，ノートPCや携帯電話の状況も記した。 
 
表１３ スマートフォンやタブレットのハードウエア整備状況(比較として 
ノートPC・携帯電話記載) 
単機能電子
機器名または
機能名
特徴的な部品名・
モジュール名 ノートPC携帯電話
スマートフォン・
タブレット
内臓される電子機器と性能概要(注1)
備考
電話機能 音声受発信通信
機能モジュール ○ ×(注2)○
データ通信
モジュール
インターネット
活用機能 ○ ○ ○
デジタルカメラ CMOSセンサー ○ ○ ○
高画質再生 高精細液晶 ○×○
カーナビ GPS ○ △ ×
ポータブル
オーディオ
音楽格納・再生
モジュール
○ ○ ○
ビジネスソフト
活用ＰＣ機能
高速処理CPU ○△ ×
1
2
3
4
5
7
6
タブレット○
録画機能含む
国内出荷品
注1：単機能電子機器の性能を100%として，内蔵される機能の性能を以下に分けて表示する．
○：８０～100%，△：50～79%，×：0～49%
注2：ノートPCに，音声・画像通信機能があるが，電話番号による受発信機能がない．
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また，表１３にはハードウエアしか記載しないが，当然ながらソフトウエアも充実
し，スマートフォンやタブレットの多機能が実現できている。モバイル性のある多機
能電子機器であれば，個別の性能が専用機器に比べて多少は劣っても使い勝
手の良い多機能電子機器が欲しいという消費者のニーズに応えていくことができ
る。このような多機能機器への移行分析を具体的な機器について行う。 
 
3-3-3 固定電話から携帯電話，スマートフォンへの世代交代 
 固定電話から，携帯電話への移行は，3-3-1 項で示した。しかしながら，携帯電
話は，将来も継続して消費者に受け入れられる存在ではなくなったようで，最近
店先ではスマートフォンにおされて影が薄い。日本国内の携帯電話の年度別の
販売台数を見ても落ちてきている。携帯電話の販売台数は 2007 年度がピークで，
そのピークからの衰退量をｙ2 とし，スマートフォンの販売台数をｘ2 として回帰分析
すると，表１４の結果を得る。上記の結果，回帰式は，下記の式(1８)となる。 
 
表１４ 携帯電話販売台数の衰退量とスマートフォン 
販売台数の回帰分析結果(百万台) 
      データ出典先：(株)MM 総研 2013 年度発表資料[３８] 
 
 
                                               (1８) 
 
 携帯電話販売台数の衰退量についてスマートフォンの販売台数による回帰分
析結果は，相関係数 0.9796，決定係数 0.9596 である。この移行関係を図２８に示
す。この結果は，携帯電話販売会社がスマートフォンを販売していることや，スマ
ートフォンの機能がアップし，益々便利なツールとなり消費者に受け入れられてい
ることが背景にある。 
 なお，スマートフォン販売台数以外に，タブレットの販売台数も独立変数とした
重回帰分析を行ったが，スマートフォンの t 値や P 値がそれぞれ 4.139, 0.05372
で，タブレットの t 値や P値はそれぞれ，1.482，0.2766であった。これらに比べて，
相関係数 決定係数 項目 t値 P値
0.9796 0.9596 スマートフォン 9.751 0.0006195
6337.08210.0 22  xy
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スマートフォン販売台数の単回帰の t 値や P 値が表１４のように信頼性が高い。 
 
 
図２８ 固定電話から携帯電話，スマートフォントへの移行現象 
 
3-3-4 銀塩カメラからデジタルカメラさらにはスマートフォンへの世代交代 
銀塩カメラはフィルムカメラまたはアナログカメラと呼ばれているもので，1997 年
がその販売台数のピークで，1999 年から生産が始まったデジタルカメラに交代し
てきている。銀塩カメラ販売台数の衰退量とデジタルカメラの販売台数を回帰分
析した結果を表１５に示す。相関係数や決定係数，t 値や P 値も相関性が高く信
頼性の良い数値を得ている。この分析結果の回帰式を式（１９）に示す。ここで銀
塩カメラ販売台数の衰退量を y1 とし，デジタルカメラの販売台数を x1 としている。 
 
1705.04952.0 11  xy                             （１９） 
 
式（１９）を図２９中に示す。2007 年のデジタルカメラ販売台数は 11 百万台で，
銀塩カメラ販売台数衰退量の回帰式に代入すると，回帰式の計算値は 5.618 百
万台になり，銀塩カメラの販売台数衰退量の実績値，5.248 百万台とほぼ一致す
る。銀塩カメラの販売台数衰退量の係数 0.4952 は，約 5 割がデジタルカメラに代
わっていることを示す。 
 
表１５ 銀塩カメラ販売台数の衰退量とデジタルカメラ 
販売台数の回帰分析結果(百万台)， 
           データ出典先：一般社団法人カメラ映像機器工業会[４２] 
 
 
携帯電話
x1:契約件数
固定電話
y1:契約件数衰退量
54.173691.0 11  xy
携帯電話
y2:出荷数減衰量
スマートフォン
x3:出荷数
単位：百万件 単位：百万台
6337.08210.0 22  xy
1997年～2010年 2008年～2013年
相関係数 決定係数 項目 t値 P値
0.9755 0.9516 デジタルカメラ 11.74 7.38E-06
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図２９ 銀塩カメラからデジタルカメラ，スマートフォンへの移行現象 
 
近年では，デジタルカメラの中では，ミラーレスカメラや一眼レフカメラに比べて，
レンズ一体型のデジタルカメラの人気が今一つで，販売台数は 2007 年がピーク
で減り始めている。3-3-2 項で示したように，最新のスマートフォンには，デジタル
カメラと同等な CMOS センサーが搭載されている。そこで，レンズ一体型のデジタ
ルカメラ販売台数の衰退量を分析する。レンズ一体型のデジタルカメラ販売台数
の衰退量 y2 とし，スマートフォンの販売台数 x2 とし，回帰分析を行う。その結果，
式（１９）と表１６の結果を得る。 
 
3036.009578.0 22  xy                          （１９） 
 
表１６ レンズ一体型デジタルカメラ販売台数衰退量とスマートフォンの 
販売台数の回帰分析結果(百万台)  
データ出典先：一般社団法人カメラ映像機器工業会[４２] 
 
また，レンズ一体型デジタルカメラ衰退量とスマートフォンの回帰分析結果では，
相関係数が 0.8582，決定係数が 0.7365 となる。表１６の結果の回帰式を，前頁の
図 2９の中に示す。近年では，撮影画像のメール送付や Facebook を使って掲載
することが頻繁に行われているためか，レンズ一体型のデジタルカメラよりも，メー
ル機能，Facebook 利用機能，通信機能を持つスマートフォンが便利であり，表１６
の結果はそのような消費者のニーズを反映している。 
 
 
 
デジタルカメラ
x1:販売台数
銀塩カメラ
y1:販売台数衰退量
レンズ一体型デジタルカメラ
y2:販売台数衰退量
スマートフォン
x2:販売台数
単位：百万台 単位：百万台1999年～2007年 2008年～2013年
1705.04952.0 11  xy 3036.009578.0 22  xy
相関係数 決定係数 項目 t値 P値
0.8582 0.7365 スマートフォン 3.344 2.87E-02
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3-3-5 据置型ゲーム機からスマートフォンへの世代交代 
 1990年代後半や2000年初期に，隆盛を極めていた家庭用ゲーム機のハードウ
エア販売は，2007年にピークを迎えて衰退状況が続いている。家庭用ゲーム機
は据置型とポータブル型に分けられ，ポータブル型は下降傾向であるものの，2
つの山を示すPLCパターンであるサイクル・リサイクルの傾向を示している。他方，
据置型は，下降傾向が持続している。それらの状況を，図３０に示す。 
 
図３０ 据置型・ポータブル型家庭用ゲーム機販売台数年度別推移 
データ出典先：ファミ通.com(2007年度から2013年度発表資料)[４３] 
 
据置型ゲーム機の衰退量yと，携帯電話に代わってゲームソフトが充実してい
るスマートフォンの販売台数xとについて回帰分析を行った。回帰式を式（２０）に，
相関係数などを表１７に示す。 
 
406.405998.0  xy                          （２０） 
 
表１７ 据置型ゲーム機衰退量とスマートフォン販売台数の回帰分析結果 
データ出典先：ファミ通.com(2007年度から2013年度発表資料)[４３] 
 
期間 相関係数 決定係数 項目 t値 P値 
2008年～2013年 0.9679 0.9370 スマートフォン 7.711 0.001522 
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回帰式の結果を図３１に示す。家庭用ゲーム機の販売台数衰退量に対するス
マートフォンの係数が，0.05998と小さいのは，家庭用ゲーム機の販売台数よりも
スマートフォンの販売台数が大きいからである。 
 
 
図３１ 据置型ゲーム機衰退量とスマートフォン販売台数と回帰分析結果 
 
3-3-6 電子辞書からスマートフォンへの世代交代 
 １０年以上前から液晶画面の電子辞書が普及し，電気店の店先に並んでいるが，
この電子辞書も2007年が販売台数のピークである。電子辞書のソフトは，PCやス
マートフォンに搭載されており，電子辞書離れに影響している。電子辞書の販売
台数の衰退量yとスマートフォンの販売台数xとを回帰分析し，その結果の回帰式
を式（２１）に示し，相関係数などを表１８に示し，回帰式を図３２にも示す。 
 
   2465.002463.0  xy                            (２１) 
 
表１８ 電子辞書販売台数衰退量とスマートフォン販売台数の回帰分析結果 
データ出典先：一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会 
[４４] 
図３２ 電子辞書衰退量とスマートフォン販売台数回帰分析結果 
スマートフォン 
x : 販売台数 
据置型ゲーム機 
y : 販売 台数衰退量 
単位：百万台 
8930 . 0 06930 . 0   x y 
2008 年～ 2013 年 
期間 相関係数 決定係数 項目 t値 P値
2008年～2013年 0.9331 0.8707 スマートフォン 5.5191 0.006558
電子辞書
y:販売台数衰退量
スマートフォン
x:販売台数
単位：百万台
4265.002463.0  xy
2008年～2013年
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電子辞書の販売台数衰退量に対するスマートフォンの係数が0.02463と小さい
のは，スマートフォンの販売台数が比較的大きいからである。表２０のように，相関
係数は0.9331，決定係数は0.8707であり，相関性が強い結果を得て，電子辞書
からスマートフォンへの移行を示している。 
  以上の3-3-2項から3-3-6項まで，固定電話・携帯電話，銀塩カメラ・レンズ一
体型デジタルカメラ，家庭用ゲーム機，電子辞書の各単機能電子機器の衰退量
を，スマートフォン販売台数で回帰分析することによって，回帰式で世代交代が
表現できた。 
 
3-3-7 世代交代を表す回帰式の評価 
 3-3-2項から3-3-6項までは，衰退する旧世代の電子機器に対して新世代の電
子機器であるスマートフォンの統計データによる回帰式を得て，世代交代を明確
にしてきた。本項では，図２５の世代交代分析方法のフローチャートの手順４で示
されている回帰式の評価・確認を行う。各分析対象の回帰式を示した図２８，図２
９，図３１,図３２に，回帰式を計算したデータの期間が示されている。回帰式の評
価には，衰退量回帰式の翌年の予測値を求め，翌年の実績値と比較して評価す
る。予測値と実績値を比較したものを表１９，表２０に示す。表１９には，計算期間
が2001年までのデータで計算した固定電話契約件数衰退量，2008年までのデー
タで計算した銀塩カメラ販売台数衰退量の比較をまとめた。表２０には，スマート
フォンを独立変数とする電子機器衰退量の回帰式(式(１８)，式(１９)，式(２０)，式
(２１))の予測値と実績値を示す。 
 
表１９ 固定電話契約件数衰退量と銀塩カメラ販売台数衰退量回帰式の予測値 
と実績値比較 
予測値や実績値の単位は百万台
No. 項目 衰退量予測値 衰退量実績値 予測/実績（％）
固定電話契約数衰退量回帰式 2011年 2011年
y =0.3691x17.54 31.48 31.5
銀塩カメラ販売台数衰退量回帰式 2008年 2008年
y =0.4952x+0.1705 5.672 5.253
99.94
108.00
1
2
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表１９や表２０の比較結果から，衰退量回帰式の予測値と実績値には一部の回帰
式についてはばらつきがあるが，全体では良好な評価結果と判断できる。 
表２０ スマートフォンを独立変数とする電子機器衰退量回帰式(式(１８)， 
式(１９)，式(２０)，式(２１))の予測値と実績値 
 
 
3-3-8 回帰式の意味 
 3-3-1 項では固定電話契約数衰退量 y の回帰式は，携帯電話契約数 x により，
y=0.3691x17.54 が得られている。この回帰式を取り上げその意味する所を考える。
この回帰式は，固定電話契約数衰退量の携帯電話契約数によって示される近似
式となっている。近似の評価例として，2010 年の衰退量を考える。2010 年の携帯
電話契約数は約 120 百万件である。この値を回帰式に代入すると 2010 年の固定
電話契約数衰退量として 26.75 百万件を得る。この値は，実際の同衰退量 32 百
万件で計算値/実績値を算出すると 83.59％になり，この回帰式が，固定電話契
約数衰退量の携帯電話契約数による近似式の一つとして利用することができる。 
3-3-4 項において 銀塩カメラ販売台数の衰退量 y のデジタルカメラ販売台数
x による回帰式は，y=0.4952x+0.1705 である。この回帰式を取り上げその意味す
る所を考える。この回帰式は，銀塩カメラ販売台数の衰退量のデジタルカメラ販
売台数によって示される近似式となっている。近似の評価例として，2007 年の衰
退量を考える。2007 年のデジタルカメラ販売台数は 11 百万台である。この値を銀
塩カメラ販売台数衰退量の回帰式に代入すると，回帰式の計算値は 5.618 百万
台になる。この値は，銀塩カメラの販売台数衰退量の実績値，5.248 百万台(計算
予測値や実績値の単位は百万台(2014年)
No. 項目 衰退量予測値 衰退量実績値 予測/実績（％）
携帯電話販売台数衰退量回帰式
y =0.8210x0.6337
レンズ一体型デジタルカメラ出荷数衰退量予測式
y =0.09578x +0.3036
据置型家庭用ゲーム機出荷数衰退量予測式
y =0.06930x +0.8930
電子辞書出荷数衰退量予測式
y =0.02463x +0.4265
4
2
24.5622.11 90.02
2.813
1.109
3.473
1.142
81.00
97.11
2.957 5.945 49.74
1
3
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値/実績値を算出すると 107.05%)となり，この回帰式は，銀塩カメラの販売台数衰
退量のデジタルカメラ販売台数による近似式の一つとして用いることができる。 
3-3-4 項から 3-4-6 項において次に，独立変数がスマートフォンになっている
製品に関する回帰式を取り上げその意味する所を考える。図３３に各種製品の販
売台数衰退量(実績値)とスマートフォン販売台数(実績値)との関係を示す。この
図から各種販売台数衰退量は，スマートフォン販売台数の増加量への依存度が
高いことが分かる。これらの製品の回帰式を表２１にまとめて示す 
  図３３ 各種の電子機器販売台数衰退量とスマートフォン販売台数との関係 
 
表２１ スマートフォン販売台数を独立変数とする各種衰退量の回帰式 
0
5
10
15
20
25
30
0 5 10 15 20 25 30 35
据置ゲーム機販売台数衰退量
レンズ一体型国内販売台数衰退量
携帯電話販売台数衰退量
電子辞書販売台数衰退量
2013*
2008
2009
2010
2011
2012*
スマートフォン販売台数(百万台)
各
種
販
売
台
数
衰
退
量
(百
万
台
)
注) *：2012年と2013年のスマートフォン
販売台数がほぼ等しい
計算値 実績値 計算値/実績値
1 携帯電話販売台数衰退量 23.40 27.28 85.78%
2
レンズ一体型デジタルカメラ販売台
数衰退量
3.139 4.327 72.54%
3 据置型ゲーム機販売台数衰退量 2.944 3.293 89.40%
4 電子辞書販売台数衰退量 1.156 1.295 89.27%
従属変数y 回帰式
2013年の回帰式による計算値と実績値
(百万台)　比率は％
8930.006930.0  xy
6337.08120.0  xy
3036.009578.0  xy
4265.002463.0  xy
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 独立変数とするスマートフォンの販売台数は 2013 年で 29.60 百万台であり，こ
れによる各種衰退量の計算値を回帰式より求め，表２１中に示す。また，比較のた
めに，表２１には各種衰退量の実績値も示した。携帯電話販売台数衰退量の計
算値は 23.40 百万台で，実績値 27.28 百万台(計算値/実績値 85.78%)で，回帰式
は妥当な数式である。また，他の製品と比較して，スマートフォン販売台数 x の係
数が大きく，携帯電話販売台数衰退量に及ぼす影響力が高い係数になっている。
レンズ一体型デジタルカメラ販売台数衰退量の計算値は 3.139 百万台で実績値
は 4.327 百万台(計算値/実績値 72.54%)，据置型ゲーム機販売台数衰退量の計
算値は 2.944 百万台で実績値は 3.293 百万台(計算値/実績値 89.40%)，電子辞
書販売台数衰退量計算値は 1.156 百万台で実績値は 1.295 百万台(計算値/実
績値 89.27%)となっており，妥当な回帰式であると判断される。 
表２１に示した４つの回帰式において，スマートフォン販売台数 x の係数が異な
っている。その理由として，各製品の市場規模が影響を及ぼしていると判断できる。
携帯電話販売台数は 2008 年ピーク時に 34.79 百万台で 2013 年時に 7.5 百万台，
レンズ一体型デジタルカメラ販売台数は 2007 年ピーク時に 9.922 百万台で 2013
年時に 5.595 百万台，据置型ゲーム機販売台数は 2007 年ピーク時に 5.094 百万
台で 2013 年時に 1.801 百万台，電子辞書販売台数は 2007 年ピーク時に 2.805
百万台で 2013 年時に 1.510 百万台であり，市場規模の多寡と回帰式の x の係数
の多寡は，ほぼ一致している。 
 
3-4 世代交代分析方法の応用  
 本研究で提案する衰退量を活用した世代交代分析法は3-2節の図２５に記した。 
この分析方法では，新世代製品の販売台数実績値を用いて旧世代製品の衰退
量の予測値を求めた。新世代製品の販売台数実績値のかわりに，1年先～5年先
等の予測値を適用すれば，各衰退量の1年先～5年先等の予測値が計算できる。
これは，衰退する旧世代製品を抱えている企業にとって製品の低価格化を行い
継続するか当該市場から撤退するかなどの重要な戦略策定に役立つデータであ
 48 
 
る。例えば，ある電子機器の製品グループに対しても本研究の衰退分析をするこ
とにより世代交代分析を応用できる。また，ある業界で，専用機と多機能複合機と
の開発・量産が並行されている時，先行している専用機が，遅れて導入された多
機能複合機の影響で販売台数が少なくなり始めた状況を想定する。このようなと
き本研究の世代交代分析を導入してを分析すれば，一時的に販売台数が少なっ
ているのか，あるいは多機能複合機にシェアを奪われて販売台数が減ったのかを
判断するができて経営戦略がたてやすくなる。  
 
3-5 世代交代分析のまとめ  
本章では，製品ライフサイクルにおける衰退現象を分析し，新世代製品と世代
交代する状況について分析を行った。一つの製品の販売台数減少量を正の統
計数値の衰退量として定義し，この衰退量を，別の新世代電子機器の販売台数
と回帰分析し，相関関係の強い場合には，衰退した電子機器が比較した新世代
電子機器へ移行していくことが推定できる。以上のような衰退量の分析方法を提
案し，具体的な旧世代の衰退する電子機器販売台数と新世代の販売台数の分
析を行い，世代交代を明確にした。また，衰退量の定式化から，世代交代を象徴
する新世代電子機器への分析結果を評価し，良好な結果を得ることができた。さ
らに，本研究の応用例も示し，次の結果を得た。 
（１） 固定電話契約件数衰退量 y1 が，携帯電話契約件数 x1 により 
17.54 － 0.3691x = y 11 と表すことができ，携帯電話に世代交代している。また，
携帯電話販売台数衰退量 y2 は，スマートフォン販売台数 x2 により， 
0.6337- 0.8210x = y 22 と表すことができ，スマートフォンに世代交代してい
る。 
（２） 銀塩カメラ販売台数衰退量 y が，デジタルカメラ販売台数 x により，
1705.04952.0  xy と表すことができ，デジタルカメラに世代交代している。 
また，レンズ一体型デジタルカメラ販売台数衰退量 y がスマートフォン販売台
数 x により， 3036.009578.0  xy と表すことができ，スマートフォンに世代交代
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している。 
（３） 据置型家庭用ゲーム機販売台数衰退量 y が，スマートフォン販売台数 x
により， 8930.006930.0  xy と表され，スマートフォンに世代交代している。
また，電子辞書販売台数衰退量 y が，スマートフォン販売台数 x として，
4265.002463.0  xy と表されスマートフォンに世代交代している。 
(４)  (1)から(3)より，スマートフォンは，携帯電話から派生してきた背景もあり，携
帯電話に比べ，より多機能な電子機器として市場成長している。 
 以上，電子機器の衰退現象を分析し，世代交代分析してきたが，近年，電子
機器の製品寿命が短くなってきており，今後の新製品開発着手判断や新製品の
販売台数の予測を確認しながら，拡大生産か生産縮小かのマネジメントと，新製
品の販売戦略に役に立つものと考える。 
世代交代の分析の中で，他社との差別化のために，意図的に製品の世代交代
を早めて消費者の感性を刺激して販売を行う感性消費製品の課題が顕在化して
きた。ポータブル型ゲーム機とスマートフォンが，その顕在化した感性消費製品グ
ループに入るものである。ゲーム機では，企業 A 社は，2001 年から 2013 年まで，
6 モデル製品展開している。競争相手の企業 B 社の 2004 年から 2014 年まで，4
モデルの製品展開数と比べて多い製品展開数である。また，スマートフォンを販
売する企業 C 社では，2008 年から 2013 年まで，毎年，新製品を発表し，6 モデ
ルの製品展開を実施している。以上のような遂次製品展開するゲーム機やスマー
トフォンは，消費者の感覚や感性で購入する「感性消費」製品である。このように
世代交代分析で顕在化してきた感性消費の分析については，次章で扱う。 
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第４章 感性消費分析 
4-1 感性消費分析の目的 
第２章は，電子機器の市場成長分析を述べ，第３章では，世代交代分析を述
べてきた。どんなに優秀な電子機器であっても，時代の環境変化に対応しなくな
ったものとか，消費者の嗜好に合わないものは，充分な市場成長に至らなかった
例も多い。そのような電子機器にあって，比較的堅調な市場成長している電子機
器がある。感性消費に分類されるような製品がそれに該当し，具体的には，ポー
タブルゲーム機(以下，ゲーム機と称する)やスマートフォンのような遂次製品展開
する製品グループが挙げられる。本章では，人気商品である感性消費製品に対
して，世代交代を克服しどのような新製品を開発した方が永続的な商品として好
まれるかという点について分析を行う。 
感性消費製品は，一般的な消費形態である標準消費（コスト，機能，外形，サ
イズなどのバランスを考慮して購入する消費形態）と異なり，消費者の感性(好き
嫌い)で購入される。このような感性消費の特徴の一つは世代交代が激しい市場
である点である。ゲーム機やスマートフォンといった遂次製品展開する製品グル
ープのＰＬＣを分析するとBassモデルが成り立つが，製品個々のPLCを分析すると，
Bassモデル分析が成り立たないPLCが多くあった。そのようなBassモデル分析が
成り立たない例では，新規なモデルを提案して感性消費の分析を行う。 
 
4-2 感性消費製品のBassモデル分析
感性消費対象品の個別製品の PLC は，Bass モデル特有のイノベーター係数
やイミテーター係数，あるいは年度途中のイノベーター数やイミテーター数が負に
なり，Bass モデルが成り立たないことがある。しかしながら，個別製品の PLC を統
合した製品グループ自体の PLC は，Bass モデルが成り立つことが多く，イノベー
ターやイミテーターが存在する。また，これからの個別製品販売時には，販売予
約している消費者や，オタクと言われている販売前に店舗に列をなして待ってい
る消費者がおり，ハードやシステムを早期に購入することを検討している消費者も
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いる。つまり，所謂イノベーターがいる訳で，そのような Bass モデル分析が成り立
たない場合についても分析できるように，新規なモデルを提案する。具体的な例
として，Bassモデルが成立するゲーム機を表２２に，Bassモデルが成立しないスマ
ートフォンとゲーム機の機種を表２３に示す。表２２と表２３には，イノベーター係数
とイミテーター係数も記載されており，表２３の場合は，イミテーター係数が負の値
となり，Bass モデルが成立しないことを表している。 
 
表２２ Bass モデルが成り立つゲーム機のイノベーター係数(p)と 
イミテーター係数(q) 
*) 企業 A・B 社のゲーム機販売台数に対する Bass モデルによる 
 分析結果。引用データは，Ａ社株主総会報告資料[４５], ファミ 
通.com の B 社販売台数資料 [４３] 
 
表２３ Bass モデルが成立しない PLC を持つスマートフォンと 
ゲーム機のイノベーター係数(p)とイミテーター係数(q) 
 
*) 数年分のイミテーター数が負の数値で Bass モデルが成立しない。 
**) 企業 C のスマートフォン販売台数は，矢野経済研究所のデータ 
[３７]を使用。  
 
4-3 Bassモデルが成立しない個別製品のイノベーターの存在
 4-2 節で記したように，表２３のスマートフォンのモデル 33 とモデル 34 は，Bass
モデルが成立しない。しかし，これらのモデルについては購入者及び購入希望者
企業 モデル名称 販売初年度 p q
 モデル 31 2008 0.01165 -0.7328
モデル 32 2009 0.02776 -0.7204
モデル 33 2010 0.008920 -0.5957
モデル 34 2011 0.01807 -0.6100
モデル 13 2001 0.15730 0.6339*
モデル 14 2005 0.01117 0.6208*
モデル 15 2007 0.0004388 -0.2110
モデル 16 2013 0.0002643 -0.2128
スマートフォン 企業 C**
ゲーム機 企業 A
企業 モデル名称 販売初年度 p q
モデル 11 2001 0.3698 0.1761
モデル 12 2011 0.1346 1.060
モデル 21 2004 0.05956 0.5178
モデル 22 2006 0.06531 0.4878
モデル 23 2011 0.09951 1.1867
企業 A*
企業 B*
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のアンケート調査が公表されており[４６，４７]，それによると調査項目から判断して
イノベーターが回答する内容が入っている。 
企業 C のモデル 33 のアンケート[４６]は，モデル 33 が 2010 年発売でその年
の 6/11-6/14 の間に，男性 300 人，女性 300 人のモニタに対して，モデル 33 の
魅力について複数回答有りで調査したものがある。回答項目のうちイノベーター
が回答したと考えられるものを判断し，イノベーター比率として表２６に示した。同
じく，企業 C のモデル 34 のアンケート調査結果[４７]があるので，回答項目から，
イノベーターが回答したと考えられるものを判断し，イノベーターの回答比率を表
２７に示す。そのアンケートは，「どうしてモデル 34 を選択したか」の問いに対して
買い替えを検討している約 9,000 人(有効回答者数)を対象としたものである。 
表２４と表２５の調査結果は，Bass モデルが成立しない PLC を持つスマートフォ
ンのモデル 33 とモデル 34 に対して，イノベーターが存在していることを示しており，
また同時に，イミテーターも存在していることも示している。 
 
表２４ 企業 C モデル 33 のアンケート調査結果から類推されるイノベーター比率 
ITMEDIA[４６]のデータから推定 
 
 
表２５ 企業 C モデル 34 のアンケート調査結果から類推されるイノベーター比率 
価格.com[４７]のデータから推定 
 
 
 
4-4 新規提案のPLC分析方法 
 企業が時間とともに市場に次々と新製品をリリースする状況を考える。新製品は
時間とともに陳腐化していくので，企業は次から次へと新製品を開発し，売上高を
No 回答比率(イノベーター比率)％
1 19.32
2 17.59
3 10.97
4 7.93
55.81
高密度光学センサーで高精細画像を取得能力が魅力
画像通信用の正面カメラが魅力
合計
回答項目からイノベーターに該当するもの
高精細デスプレーのハード性能が魅力
高密度光学センサーが魅力
No 回答比率(イノベーター比率)％
1 12.4
2 8.8
3 7.7
4 4.8
33.7
性能重視で選択した
事前に詳細なデータから機種選定した
ゲーム系ではグラフィック性能を重視して選択した
合計
機能重視で選択した
回答項目からイノベーターに該当するもの
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維持するように販売していく。この場合，図３４に示すように，市場では同時にいく
つかの製品が販売される。一般的な場合として，新製品の中で一部はそのPLCに
ついてBassモデルが成り立ち，一部は成り立たない場合を図３４に示している。こ
のとき，個々の新製品のPLCについてBassモデルが成り立たなくても，各年の製
品販売台数の合計についてのPLC(統合PLCと記す)はBassモデルが成り立つこ
とがある。これを図３４の中で示している。この点に着目して，製品のPLCを分析す
るための方法を提案する。 
 
 
 
図３４ Bass モデルが成立する PLC と成立しない PLC に従う製品の 
販売台数と，全製品の販売台数の合計 
 
 
 
年
全製品の
販売台数
販
売
台
数
合
計
販
売
台
数
販
売
台
数
+
＝
Bassモデルが成り立たない
PLCを持つ製品の販売台数
Bassモデルが成り立たつ
PLCを持つ製品の販売台数
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新規提案する PLC の分析方法を図３５に示す。この分析方法は，全製品の統
合 PLC について Bass モデル分析し，その結果を個々の製品 PLC の分析に活用
する方法である。分析方法の手順を纏めた図３５に沿って，下記に具体的な分析
方法を示す。 
(手順 1 ) 感性消費の個々の製品について販売台数推移データを用いて Bass モ
デルの成立の有無を調べる。 
 
図３５ 感性消費製品の PLC 分析方法 
手順１：感性消費製品のPLCデータを整理しBassモデルの成立の有無を調べる
感性消費製品のPLCデータを用いてBassモデル分析を行い，Bassモデルが成立す
るPLCと成立しないPLCに選別する。
手順2： 統合PLCのBassモデル分析とイノベーター数・イミテーター数の計算
Bassモデルが成立するPLCデータとBassモデルが成立しないPLCデータを加えた統
合PLCデータを算出する。統合PLCデータをBassモデル分析し，イノベーター数やイミ
テーター数を算出し，Bassモデルが成立することを確認する。
手順3： 潜在イノベーター数と潜在イミテーター数の計算
手順3-1-1：販売初年度の販売台数が統合PLCのイノベーター数より大きい場合
販売初年度は統合PLCのイノベーター数を潜在イノベーター数とし，それ以外の
残りは，潜在イミテーター数とする。発売初年度でない当該製品以外の製品の販
売台数は，全て潜在イミテーター数となる。
手順3-1-2： 販売初年度の販売台数が統合PLCのイノベーター数より小さい場合
販売初年度は，販売台数の全てを潜在イノベーター数とする。統合PLCのイノ
ベーター数からその潜在イノベーター数を引いた残りは，その他の製品の潜在イ
ノベーター数として販売台数比率で比例配分する。また，その他の各製品の販売
台数から，潜在イノベーター数を引いたものを潜在イミテーター数とする。
手順4： Bassモデルが成立しないPLCを有する製品の潜在イノベーター数・潜在イミテー
ター数の評価
Bassモデルが成立しない製品に対して，Bassモデルと同様に，潜在イノベーター数
や潜在イミテーター数を求め，当該PLCの特徴を明らかにする。
手順3-1：販売初年度である製品の取扱い
手順3-2：販売初年度でない製品の取扱い
販売初年度ではない場合，統合PLCのイノベーター数を潜在イノベーター数とし，
各製品の販売台数比率で各製品に比例配分する。また，販売台数から潜在イノ
ベーター数を引いたものを潜在イミテーター数とする。
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 ある感性消費製品グループ(グループとしてまとめられた同系統の製品グループ，
例：旧世代製品とそれを改良した新世代製品)に属する各製品に対して，販売台
数や売上高を PLC 分析のデータとして整理しておく。これらの PLC データに対し
てBassモデル分析を行い，Bassモデル分析が成立する製品と，Bassモデル成立
しない製品に選別しておく。 
(手順 2 ) 対象製品グループに属する全製品の PLC データを足し合わせた統合
PLC データを算出し，対象製品グループに対する Bass モデル分析を行い，イノ
ベーター数とイミテーター数を求める。 
 Bass モデルが成立する製品の PLC データと Bass モデルが成立しない製品の
PLC データを加えた PLC データを算出する。算出した PLC データが示す PLC を
統合 PLC と記すことにする。統合 PLC を Bass モデル分析し，イノベーター数やイ
ミテーター数を算出し，Bass モデルが成立することを確認する。 
 対象製品グループの中で市場に i 番目(i=1, 2, …,l)にリリースされた製品を Pi
として表し，ｔ年の製品 Pi の販売台数を s(i,t), (i=1, 2, …, l, t =tFi, tFi +1, …, tLi)で
表す。ここで tFi,と tLiはそれぞれ製品 Pi のリリースされた年と販売を終了し
た年を示す。この時の製品グループのｔ年における総販売台数 S(t)は，1 番目
から l 番目にリリースされた製品のｔ年の販売台数の総和であり，式(２２)で
表される。 
 
 
t =1,2, …                        (２２) 
 
統合 PLC データに対して Bass モデルが成り立つ場合，Bass モデル分析により
イノベーター数とイミテーター数が計算でき， それぞれを Nn(t) と Nm(t)で
表す。この時，総販売台数 S(t)は，両者の和で与えられ，式(２３)となる。 
 
S(t) = Nn(t) + Nm(t)             t =1,2, …                    (２３) 
 



l
i
tistS
1
),()(
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（手順 3 ） 対象製品グループの中で Bass モデルが成り立たない製品に対して，
潜在イノベーター数と潜在イミテーター数を算出する。 
手順２で求めた，製品グループのイノベーター数をリリースされた各製品に配
分する事を考える。これらの配分されたイノベーター数を潜在イノベーター数と呼
ぶ。この潜在イノベーター数を用いて各製品のイミテーター数が求められ，これを
潜在イミテーター数と呼ぶことにする。 
 Bass モデルが成り立たない製品がリリースされる順番を J 番目であると記す。そ
して製品 Pj (j=1, 2, …,J,… l)の t 年における潜在イノベーター数を n(j,t)，潜在イ
ミテーター数を m(j,t)で表すこととする。以下に，手順 2 で計算したイノベータ
ー数から，各々の製品の潜在イノベーター数と潜在イミテーター数の求め方を述
べる。 
(手順 3-1 ) 販売初年度である製品の計算の取扱い 
(手順 3-1-1 ) 発売初年度の販売台数(s(J, tFJ))が統合 PLC のイノベーター数
(Nn(tFJ))より大きい場合 
 製品 PJの発売初年度 tFJにおける統合 PLC から手順２で計算されたイノ
ベーター数は Nn(tFJ)である。このイノベーター数 Nn(tFJ)が，製品 PJの販売
台数 s(J, tFJ)よりも同じか，もしくは大きい場合は，ｔ＝tFJ に製品 PJ は市場に販
売開始された新製品なので，Nn(tFJ)のイノベーターは，すべて製品 PJ を購入し
たと判断し，潜在イノベーター数 n(J,tFJ)を式(２４)で与える。 
 
n(J,tFJ) = Nn(t
F
J)                                     (２４) 
 
 製品 PJ の販売台数 s(J, tFJ)から潜在イノベーターを引いた残りは，全てイ
ミテーターであると判断でき，これを潜在イミテーターとする。それを，式
(２５)で示す。 
 
m(J,tFJ)  = s(J,t
F
J)  n(J,tFJ)                                 (２５) 
 
 57 
 
また，販売後，１年以上が経過している Bass モデルが成り立たない製品
PJ(jJ)の販売台数は，全てイミテーター(潜在イミテ－ター)である。ここ
でJ は，製品 PJ に先行して発売され Bass モデルが成立しない各製品に関し，何
番目にリリースされたのかの順序を要素とする集合である。これらの関係を図３６
に示す。なお，図３６は，J-1 番目と J-2 番目の製品が共に Bass が成立しない場
合について示している。 
 
 
図３６ s(J,tFJ)  Nn(tFJ)の時の潜在イノベーター数と潜在イミテーター数 
 
 (手順 3-1-2) 販売初年度の販売台数 s(J,tFJ)がイノベーター数 Nn(tFJ)より小さい
場合 
製品 PJの発売初年度 tFJにおける販売台数 s(J, tFJ)が統合 PLC から求めた
イノベーター数 Nn(tFJ)よりも小さい場合では，新しく発売される製品 PJ の販売
台数 s(J, tFJ)は全てイノベーターであるとする。このとき，潜在イノベーター数
n(J,tFJ)と潜在イミテーター数 m(J,tFJ)は，それぞれ式(２６)，式(２７)で表現される。 
 
n(J,tFJ) = s(J,t
F
J)                                          (２６) 
 
m(J,tFJ) = 0                                                  (２７) 
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図３７ s(J,tFJ) < Nn(tFJ)の場合の潜在イノベーター数と潜在イミテーター数 
 
 統合 PLC から求めたイノベーター数 Nn(tFJ)について，式(２６)のように製品 PJ に
s(J,tFJ)を配分した。このとき，残りのイノベーター数{Nn(tFJ)s(J,tFJ)}は，他の
Bass モデルが成り立たない製品に販売台数に応じて比例配分する。他の製品の
販売台数は，s(J1,tFJ), s(J2,tFJ), …, s(1,tFJ)で表せられる。ここでJ を前頁と同じ
く，製品 PJ に先行して発表され Bass モデルが成立しない製品がリリースされる順
番を要素とする集合とする。このとき，ある製品 PJ の(j J)の販売台数 s(j,tFJ)の
潜在イノベーター数 n(j,tFJ) は，式(２８)で表現される。 
 
n(j,tFJ) = s(j,t
F
J){Nn(t
F
J)s(J,tFJ)} /   s(j,tFJ)      j J     (28) 
 
 また，製品 PJ の潜在イミテーター数 m(j,tFJ)は，販売台数 s(j,tFJ) を用いて，式 
(２９)で表現される。  
 
m(j,tFJ) = s(j,t
F
J)n(j,tFJ)                      j J          (29) 
 
 
販
売
台
数
年 t
s(J,t)
S(t)
tFJ
s(J-1,t)
s(J-2,t)
Nn(t
F
J)
n(J, tFJ)= s(J, t
F
J) 
m(J, tFJ)=0
Mn(t
F
J)
m(J-2, tFJ)
m(J-1, tFJ)
n(J-1, tFJ)
n(J-2, tFJ)
販売初年度
全てがイノベ
ーター数(潜
在イノベータ
ー数)になる。
残りのイノベーター数は
比例配分になる。
j J 
 59 
 
 以上の式(２６)～式(２９)の関係を図３６に示す。なお，図３６は，J-1 番目と J-2
番目の製品が共に Bass が成立しない場合について示している。 
 
（手順 3-2） 販売初年度でない製品の計算の取扱い 
 製品PJの発売初年度 t = tFJ については手順 3-1 で記したので，ここでは t > tFJ
の場合について潜在イノベーター数と潜在イミテーター数の求め方を記す。
ここで，J+=J {J}なる記号を用いる。j J
+は，製品 Pjがリリースされる
順番としてJに{J}を加えたものである。統合 PLC のイノベーター数 Nn(t)は，
製品 Pj (jJ
+
)の各販売台数 s(j,t)で比例配分する。製品 Pj(jJ+)の潜在イノベ
ーター数 n(j,t)は，下記のように式(30)で表される。 
 
 n(ｊ,t) = s(ｊ,t) Nn(t) /   s(ｊ,t)              j J
+
                   (3０) 
                     
 
また，潜在イミテーターは，販売台数 s(j,t)から潜在イノベーター数を引けばよいの
で，下記の式(3１)で表現される。 
 
m(j,t) = s(ｊ,t)n(ｊ,t)                   j J
+
            (３１) 
 
以上の関係を図３７に示す。なお，図３７は，J-1 番目と J-2 番目の製品が共に
Bass が成立しない場合について示している。 
 
 
 
j J
+
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図３８ t >tFJ の場合の潜在イノベーター数と潜在イミテーター数 
 
(手順 4) Bass モデルが成立しない PLC を有する製品の潜在イノベーター
数・潜在イミテーター数の評価 
 手順１～３のようにして，Bass モデルが成り立たない製品でも潜在イノベーター
数や潜在イミテーター数が計算できる。計算された潜在イノベーターの評価方法
として下記の方法を行う。潜在イノベーターを n(i,t)，(i=1, 2, …, l, t =tFi, tFi +1, …, 
tLi)とすると，n(i,t)の年 t を独立変数とする近似式 f(i,t)を回帰分析から求め，t = 
tLi+1 の計算値を f(i,t)から求める。その計算値を f(i,tLi+1)とする。一方，手順１～３
から n(i,t)を求めた方法から，t = tLi+1 の潜在イノベーターn(i,tLi+1 )を求める。そし
て，f(i,tLi+1)と n(i,tLi+1 )を比較し評価する。 
次の節では，ゲーム機やスマートフォンの具体的な例について，評価する。 
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4-5 提案分析方法の数値検証 
4-5-1 ゲーム機への応用 
（手順１） 
 日本国内の 2001 年から 2015 年に発売されたＡ社の６種類の製品モデルに 4-4 
の分析方法を適用する。その製品モデルの中で，Bass モデルが成立するものが
表２2 のモデル 11 と 12 であること，Bass モデルが成立しないものを表 23 に記載
されているモデル 13～16 であることを確認する。 
（手順２） 
 ６つのモデル(モデル 11～16)の販売台数の合計を計算し Bass モデル分析する。
販売台数のデータは，企業報告のものを用いる[４５]。この時のイノベーター係数 
p は 0.03469, イミテーター係数 q は 0.2461 である。 
(手順３) 
 Bass モデルが成り立たないモデル 13,14,15,16 の潜在イノベーター数や潜在イ
ミテーター数を計算する。例として，モデル 13 に対する結果を図３９に，モデル 15
に対する結果を図４０に示す。 
 
 
図３９ A 社モデル 13 の潜在イノベーター数と潜在イミテーター数 
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図４０ A 社モデル 15 の潜在イノベーター数と潜在イミテーター数 
 
(手順４) 
例として，モデル 15 を取り上げる。f(x) (万台)をモデル 15 の潜在イノベータ
ー数とする。そして，x を販売年とする。 x = 1, 2, …, 7 は，2007, 2008, …, 
2013 とする。f(x)を予測式で表すと，式(33)となる。 
 
(33) 
 
式(33)に x = 8 (2014)を代入すると， f(8) = 0.08026 (万台)となる。一方，2001
年から 2014 年までの販売台数総計を Bass モデル分析すると，モデル 15 の
2014 年の潜在イノベーター数は 0 台になる。これは，式(33)の予測値に近い
数値になっている。 
 
4-5-2 スマートフォンへの応用 
(手順１) 
日本国内で 2008 年から 2013 年に発売された C 社スマートフォンの新規モデ
ルに 4-4 節の分析方法を適用する。そのうちのモデル 31～34 について Bass モ
デル分析して，表２3 に記したように Bass モデルが成立しないことを確認する。 
 
xxf -1.155e826.8)( 
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(手順２) 
C 社のモデル 31～34 の PLC データに，モデル 35，36 の PLC データを加算し
て統合 PLC データとし Bass モデル分析する。その結果，イノベーター係数 p は 
0.02096，イミテーター係数 q は 0.9787 と得られた。また，イノベーター数やイ
ミテーター数については，表２８に Nn(t)，Nm(t)として記載した。 
(手順３) 
 手順２の結果から手順３から潜在イノベーター数と潜在イミテーター数を計算し
その結果も表２６の中に示す。 
 
表２６ C 社６モデルの潜在イノベーター数とイミテーター数 
*) Nn(t): イノベーター数, Nm(t): イミテーター数, S(t): ６モデルの販売台数総計,  
**) n(J,t): 潜在イノベーター数, m(J,t): 潜在イミテーター数, s(J,t): 各々の販売
台数，***) 推定値; 矢野経済研究所[３７] 
 
 
 
 
 
 
販売台数（千台)
項目 関数 2008 2009 2010 2011 2012
N n (t )* 1,111 1,098 1,063 994 839
N m (t )* 0 590 2,117 4,871 9,582
S (t )* 610 1,650 3,300 7,400 10,000
モデル 関数 2008 2009 2010 モデル 関数 2009 2010 2011
n (J ,t )** 610 0 0 n (J ,t ) 1098 0 0
m(J ,t )** 0 200 0 m(J ,t ) 352 500 0
s (J ,t )** 610 200 0 s (J ,t ) 1450 500 0
モデル 関数 2010 2011 2012 モデル 関数 2011 2012 2013
n (J ,t ) 1063 0 0 n (J ,t ) 994 0 0
m(J ,t ) 1737 1700 0 m(J ,t ) 4706 3250 0
s (J ,t ) 2800 1700 0 s (J ,t ) 5700 3250 0
モデル 関数 2011 2012 2013 モデル 関数 2011 2012 2013
n (J ,t ) 0 839 0 n (J ,t ) 0 0 630
m(J ,t ) 0 5911 6100 m(J ,t ) 0 0 6170
s (J ,t ) 0 6750 6100 s (J ,t ) 0 0 6800
2013***
合計販売
台数
630
12,736
12,900
モデル 31 モデル 32
モデル 33 モデル34
モデル 35 モデル36
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図４１ Ｃ社各モデルの販売台数推移 
 
表２８の各モデルの販売台数推移を図４１に示し，販売台数全体のイノベータ
ー数やイミテーター数を図４２に示す。また，モデル３２，３３，３４の潜在イノベータ
ー数と潜在イミテーター数を図４３，図４４，図４５に示す。 
 
図４２ Ｃ社各モデルの販売台数合計に関する Bass モデル分析結果 
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図４３ Ｃ社各モデル 32 の潜在イノベーター数と 
潜在イミテーター数 
 
図４４ Ｃ社各モデル 33 の潜在イノベーター数と 
潜在イミテーター数 
図４５ Ｃ社各モデル 34 の潜在イノベーター数と 
潜在イミテーター数 
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 表２６においてイノベーター数とイミテーター数の合計は，販売台数総計に一致
しない。それは，前者が Bass モデルの予測値であり，後者は，実際の販売台数で
あるからで，二つの値には，差が生じている。さらに，表２６の各々のモデルの販
売初年のイノベーター数に対応する数値は，潜在イノベーター数である。また，各
モデルの潜在イミテーター数の合計は，販売台数総計のイミテーター数に一致し
ない。その理由は，Bass モデルの予測値のイノベーター数を利用して潜在イノベ
ーター数を求め，各販売台数からの差を潜在イミテーター数で計算するので，
Bass モデルの誤差が反映されているためである。 
(手順４) 
 表２６に，2009年から2013年までの売上台数から計算したスマートフォンの潜在
イノベーター数を示している。2009 年から 2012 年までの販売台数を利用して
2013 年の潜在イノベーター数を予測する。表 28 から，潜在イノベーター数を抜き
出すと表２７になる。 
 
表２７ 2009 年～2012 年の潜在イノベーター数(千台) 
 
表２７の４つの潜在イノベーター数から，潜在イノベーター数の予測式を計算す
る。f (x) を潜在イノベーター数(千台)とし，x を販売年とし，x = 1, 2, 3, 4 は，
2009年, 2010年, 2011年, 2012年とする。このとき潜在イノベーター数(千台) 
f (x)は式（３４）のように求められる。 
 
 
(34) 
 
モデル名称 発売年 潜在イノベーター数
モデル32 2009 1098
モデル33 2010 1063
モデル34 2011 994
モデル35 2012 839
10604.6530)( 2  xxxf
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式(34)より，モデル36の 2013年における潜在イノベーター数は， f (5)=637(千台)
である。 
 一方， 2009 年から 2013 年までの販売台数総計から Bass モデル分析し，モデ
ル 36 の 2013 年における潜在イノベーター数を計算すると， 630(千台)となる。こ
の数値は，式(34)の予測値に近い値である。このことは，提案の分析方法が，販
売台数の予測に有効であることを証明している。 
 
4-6 感性消費製品の PLC と Bassモデルが成立しない PLC との関係 
 感性消費製品の特長と Bass モデルの関係を説明する。ゲーム機のＡ社モデル
13～16 や，スマートフォンの C 社モデル 31～34 についての各 PLC は，Bass モ
デルが成立しないことが分かっている。図４６に，A 社のモデル 15 の PLC とイノベ
ーター及びイミテーター係数を，図４７には，C 社モデル 31 の PLC と各係数を示
す。図４６，図４７でイミテーター係数が負であり Bass モデルが成り立っていない。 
図４６ A 社のモデル 15 の PLC，Bass モデル予測値と各係数 
 
また，図４６と図４７には，負のイミテーター係数を使用できると無理に仮定した
Bass モデルによる予測値も記している。 
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販売台数を分析すると，１年目か 2 年目に購入者が多く，3 年目以降は販売台
数が衰退している。このように発売当初に販売台数が多い製品は，購入者が好き 
図４７ C 社モデル 31 の PLC，Bass モデル予測値と各係数 
 
な製品で是非手に入れたいという人気が高い製品で，このような PLC を持つ製品
は感性消費製品である。これらの製品の PLC は，その販売台数が発売当初から
急峻な下降を示す。イミテーター係数が負である Bass モデル予測値に類似する
下降である。イミテーター係数が負になることは，購入者がイノベーターとイミテー
ターで構成されるという Bass モデルの基本的な考え方と矛盾する。他のゲーム機
A 社モデル 13，14，16 やスマートフォンのモデル 32～34 も同様な説明ができる。 
 
4-7 潜在イノベーターや潜在イミテーター分析方法の応用 
 電子機器の新製品の普及過程には，Bass モデル分析が役に立つが，新製品
の販売台数推移が乱高下する製品，例えば販売初年がピークで二年目には急
に販売台数が減る製品などの感性消費製品の PLC 分析には，表２５のようにイミ
テーター係数が負になるなどの Bass モデルが成立しない状況で，同モデルによ
る分析ができないなどの問題を抱えていた。このような PLC を持つ感性消費製品
などの製品 PLC 分析には，本章で提案した図３５の潜在イノベーターや潜在イミ
テーターの分析を活用することが有用である。 
0
100
200
300
400
500
600
700
2008 2009 2010
販売台数 Bassモデル予測値
販
売
台
数
(千
台
)
年
p:0.01165
q:-0.7328
 69 
 
 感性消費製品の中には，発売時から１年目から３年目までが販売台数が多いの
で，その期間に集中して積極的な広告戦略を取ることが効果的であると考える。
その際，図３５の分析方法で分析しその結果を用いて，潜在イノベーター比率が
高い時には，製品の特性，機能や性能を重点的に訴求した方が良いと考えられ
る。また，イミテーターが多くなる販売年では，イミテーターはイノベーターの動向
で購入するので，購入時の幸福感や楽しさの訴求するのが良いと考えられる。 
 
4-8 ゲーム機とスマートフォンの感性消費分析まとめ 
本章では感性消費製品で遂次製品展開される製品グループの PLC 分析方法
を提案した。そしてゲーム機とスマートフォンに適用し，提案手法がそれらの機器
の PLC を分析するのに有効であることを示した。提案する PLC 分析方法は，Bass
モデルが成り立つ製品と，Bass モデルが成り立たない製品に分けて分析を進め
る。ゲーム機とスマートフォンについて，分析の結果，以下のことが観察された。 
（１） Bass モデルが成り立つ PLC を持つ製品 
Bass モデルが成り立つ製品モデルは，販売台数の PLC を調査すると，Bass モ
デルが成り立つ家庭電化製品のような PLC を持つ製品であった。これらの製品は，
他の標準消費する電気製品と同様に，慎重な購入を行っているものと考えられる。
２つのゲーム機企業を分析したが，特に，企業Ｂが販売する製品は，Bass モデル
が成り立たつ製品であり，慎重に購入されているものと判断させられる。 
（２） Bass モデルが成り立たない PLC を持つ製品 
Bass モデルが成り立たない PLC を持つ製品は，スマートフォンと一部のゲーム
機の製品モデルである。その分析には，統合 PLC の計算や潜在イノベーターや
潜在イミテーターによる分析を行った。ゲーム機の場合は，販売時の１年目から３
年目に潜在イノベーター比率が高いのに対し，スマートフォンについては，発売１
年目に潜在イノベーター比率が高いことが分かった。感性消費で特徴的な点の
一つは，Bass モデルが成り立たず，潜在イノベーターや潜在イミテーターを用い
た分析をせざるを得ないことであると考えられる。 
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第 5章 結言 
5-1 研究のまとめ 
本研究では，日本国内の電子機器で，大量に生産され販売されてきた携帯電
話，スマートフォン，インターネット技術（中でも FTTH）を取り上げ，それらの機器
の市場成長を分析してきた。日本国内の携帯電話の契約件数は，国内経済環境
やハードウエア環境，特に，携帯電話回線を活用したインターネット技術を活用し
たモバイルコマース市場やモバイルコンテンツ市場の隆盛により，成長してきた。
その市場成長の様子は，携帯電話契約数が，モバイルコマース市場やモバイル
コンテンツ市場の売上高の合成変量を独立変数とした回帰式で表すことができる
ことが示された。携帯電話を多機能化した新製品のスマートフォンが販売され始
めた 2007 年頃から，携帯電話の需要が飽和してきており，年別の契約数が下降
気味である。この傾向は我が国のみならず中国・インドについても言え，スマート
フォンの市場成長とともに，携帯電話の年別契約数も下降している。このような状
況に対して成長分析を行うだけではなく，旧世代の携帯電話から新世代のスマー
トフォンへの世代交代の分析が必要である。また，PC の高速インターネット技術
である光ファイバー利用の高速インターネット技術FTTHの市場は，ADSL技術か
ら需要を吸収して成長をしてきた。PC 利用から，スマートフォン利用に移り，
FTTH のような固定ブロードバンドから，移動体のスマートフォンが利用可能な無
線 LAN や LTE 等のモバイル系ブロードバンドに移っていく可能性が高い。以上
のように，携帯電話，スマートフォン，インターネット技術を中心に電子機器の市
場成長を評価した結果，時の経過とともに旧世代から新世代への世代交代が顕
在化してきた。このような世代交代の課題に対して，世代交代の分析が必要にな
ってくる。特に，スマートフォンに関しては，多機能化による世代交代で，分野を
越える世代交代が行われている。 
そこで，分野を越える電子機器の世代交代について分析を行った。製品のラ
イフサイクルにおける衰退現象に着目する。一つの製品の販売台数でピーク
値からの減少量を正の統計数値である衰退量として定義し，この衰退量を新
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製品の販売台数と回帰分析する。回帰分析の結果，相関関係が強い場合には，
衰退した製品が比較した新製品へ移行していくことが推定できる。このよう
な衰退量の分析方法を各種の電子機器に応用して，電子機器間の世代交代を
検討した。そして，既存製品の衰退量が新製品への世代交代分析において有
用な尺度であることを確認することができた。また，具体的な電子機器の世
代交代について次の知見を得た。 
(1) 固定電話契約数衰退量を分析すると，携帯電話を契約した約３７％の者が固
定電話の契約を解除していることが分かり，携帯電話販売台数衰退量を分析
すると，約８１％が新世代のスマートフォンに世代交代している。 
(2) 銀塩カメラ販売台数衰退量を分析すると，デジタルカメラに約５０％世代交代
していることが分かり，レンズ一体型デジタルカメラ販売台数衰退量を分析す
ると，新世代電子機器のスマートフォンに約１０％世代交代していることが分か
った。 
(3) 据置型ゲーム機の販売台数衰退量を分析するとスマートフォンへ約７％世代
交代していること，電子辞書の販売台数衰退量を分析するとスマートフォンへ
約２％世代交代していることが分かった。 
以上の (１)から(３)より，スマートフォンは，多機能な電子機器として市場成長し
ていることが分かる。 
 世代交代分析の中で，ゲーム機やスマートフォンの一部では他社製品との差別
化のため遂次製品投入を行い，意図的に製品の世代交代を早め，消費者の感
性を刺激して販売を行っていることが明らかになった。そこで，感性消費製品の製
品ライフサイクル分析を行った。感性消費の電子機器として，ゲーム機とスマート
フォンを取り上げる。ゲーム機とスマートフォンの製品ライフサイクルは，Bass モデ
ルが成立するものと Bass が成り立たないものに分けることができる。前者の製品ラ
イフサイクルは一般的な家庭電化製品の製品ライフサイクルに類似し，Bass モデ
ルのイノベーター係数やイミテーター係数が計算でき，同製品の市場の時間的推
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移を評価できる。他方，後者の場合は，その製品ライフサイクルを分析するために，
通常の Bass モデル分析方法とは別の分析方法を考えねばならない。 
Bass モデルが成立しないゲーム機とスマートフォンの製品ライフサイクルでは，
販売開始の１年目から３年目までに，販売台数のピークを迎える。しかし，市場に
次々とリリースされた製品の販売台数の合計を計算すると，その合計値に対して
は Bass モデルが成立することが多い。そこで，販売台数の合計を Bass モデルで
分析し，イノベーター数を求め，このイノベーター数を用いて個々の製品のイノベ
ーター数とイミテーター数を算定する方法を提案した。算定した個々の製品のイノ
ベーター数とイミテーター数は，潜在イノベーター数と潜在イミテーター数と呼ぶ
こととした。 
提案した分析方法を，ゲーム機とスマートフォンに応用した。ゲーム機の場合，
Bass モデルが成り立たない製品について提案した分析方法を用いて潜在イノベ
ーターと潜在イミテーターを計算した結果，販売開始後の１年目から３年目に潜
在イノベーター比率が高くなった。また，スマートフォンで Bass モデルが成り立た
ない製品についても，潜在イノベーターと潜在イミテーターを計算した結果，発
売１年目に潜在イノベーター比率が高くなかった。潜在イノベーター比率が高い
時には，イノベーターが興味を持つ製品の新規な特性，機能や性能を重点的に
訴求するのが良く，潜在イミテーターが多くなる販売年では，イミテーターはイノ
ベーターの動向を追従するので，潜在イノベーターが購入すると考えられる製品
の使用時の楽しさや利便性を訴求するのが良いと考えられる。このように，Bass
モデルが成り立たない製品に対して，潜在イノベーターや潜在イミテーターが計
算できる，販売促進戦略の立案に役立つ。 
以上のように，本研究では，電子機器の市場成長，世代交代，感性消費の分
析を行った。特に，世代交代に関する衰退量分析方法と感性消費に関する潜在
イノベーターと潜在イミテーター分析は，新製品開発の着手に関する可否判断と
既存製品の生産を拡大するか縮小するかの判断と，さらには，製品の販売戦略
に役に立つ情報を提供できるものと考える。 
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5-2 課題 
（１） 電子機器の購入価格 
本研究で提案した世代交代分析や感性消費製品の PLC 分析方法は，電子
機器の契約件数や販売台数推移から分析を行うものであった。上記の分析結果
では，製品の販売戦略立案に役に立つ情報を提供する。販売戦略を立案する
ポイントとして，４つのＰ(製品 Product，価格 Price，流通 Place，プロモーション
Promotion)が，あげられる[２４]。この中で価格は，消費者の購入行動に影響を及
ぼす大きな要因であり，世代交代分析や感性消費製品の PLC 分析において，よ
り精確な分析をするために考慮しなければならない。例えば価格弾力性につい
て取り上げても，通常消費と感性消費にも差があると考えられる。本研究の提案
手法にどのように価格を組み入れるかは今後の課題とする。 
（２） 自動車産業の製造販売の分析 
 文献[４８]によると，平成１７年の自動車産業の出荷額は，主要製造業の約２割
であり，約５２兆円になる。また，自動車関連就業人口は 550 万人で，総就業人
口の 8.7%である。このように自動車産業は日本を代表する産業であり，自動車
製品の成長，世代交代分析，感性消費を明らかにすることは重要な課題である。
その際，本研究で電子機器を対象として適用した手法が役に立つものと考えら
れる。 
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